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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

総括研究年度終了報告書 

 

母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究 

 

研究代表者 栗山 進一 東北大学災害科学国際研究所・教授 

 

研究要旨 

母子保健情報と学校保健情報を含む胎児期から小児期までのあらゆるパーソナルヘ

ルスレコードの現実的な連係・利活用のための基盤構築を目的に、開始時期の異なる複

数の既存出生コホートに基づく母子保健情報と学校保健情報の連係・活用による有用

性の明確化に向けた解析を行った。 

１．三世代コホートにおける情報収集の推進 

今年度も東北メディカル・メガバンク計画三世代コホート調査対象者の学校保健情

報の収集を推進した。就学時健診情報、学校定期健診情報については、それぞれ 306 名

分、225 名分を収集することができた。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影

響により、情報の提供依頼や昨年度の結果の還元等に関して実務者と十分に情報共有

することが困難であった。来年度はより密接な連携を図り、さらなる情報収集・結果の

還元に努める。 

２．日本の児の体重分布の検討 

これまでに本研究班では、乳幼児期に過体重であった小児において学童期でも過体

重である割合が高いことを明らかにしている。本結果をもとに、さらなる研究を進めて

いるため、日本人における出生時から学童期までの体格の分布と国際基準とを比較し

て、本研究班の成果を関係各所へ還元する際に必要な基礎資料を作成した。 

３．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・解析 

小児肥満の予測因子として、「乳児期における急激な体重増加」 (RIWG) が知られて

いる。本研究では、三世代コホート調査のデータを基に、RIWG と幼児期過体重・肥満

との関連を多変量解析により検討した。児の過体重・肥満は、18-23 か月時点、36-47

か月時点それぞれにおいて、1.6%、1.9%であった。RIWG と幼児期の過体重・肥満との

関連を検討した結果、18-23 か月時点及び 36-47か月時点それぞれにおいて、正の関連

を認めた。乳児期の RIWGが幼児期の過体重・肥満に関連していることから、予防や早

期発見のためには、1歳 6 か月健診より前の乳児期の段階で、定期的な身体計測や母親

への早期の情報提供が重要であると考えられる。三世代コホート調査の参加者の学校

定期健康診断、母子健康手帳、乳幼児健康診査のデータを連係し、出生時、1歳半健診、

3歳健診、6歳（小学 1年生）、11歳（小学 6年生）および 14 歳（中学 3年生）時まで

の時間的な間隔を変えながら網羅的に体格と過体重の関連を検討した。乳幼児期に過

体重であった児は、学童期および思春期にも過体重である割合が高く、特に 3 歳健診

時の過体重はその後も一定の割合を維持していた。乳幼児期より以前の早期の介入の

ほか、妊娠中の母親の適切な体重管理は生まれてくる児の思春期を含む将来の肥満の

予防につながると考えられた。 
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４．BOSHI研究における研究参加者の乳幼児・学校健診情報の収集と解析および研究参

加者における認識・希望調査 

 BOSHI 研究の参加者を対象に郵送にて母子保健情報と学校健診情報のリンケージに

ついてのアンケート調査を行った。母子保健情報と学校健診情報のリンケージを必要

と感じている者は 75%以上と高い割合であったのに対し、情報の利活用の度に同意確認

が必要と感じている者も 50%程度と高い割合だった。特に大学や企業などの外部研究者

が情報を活用する際に同意確認を必要と感じている割合は65%以上と高かった。2020年

度に比較して2021年度で妊娠期以前からの情報がつながっているとよいと答えた者の

割合が有意に増加し、国や自治体が情報を活用する度に同意確認を必要と答えた者の

割合も増加した。健康情報のリンケージの必要性の認識は高く、その範囲も広がってき

ているが、その利活用に当たってはより丁寧な説明が要求されるようになってきてい

る。 

本研究班においては、母子保健情報と学校保健情報の連係のため戦略的な情報収集

を支援し、収集された乳幼児健診情報・学校健診情報等の連係によって、乳幼児期の過

体重と学童期・思春期の過体重との関連の検討を進め、これらの情報の電子的連係の有

用性を示してきた。その結果、母子保健情報と学校保健情報の電子化の推進・活用につ

ながることが期待される。今後、既存出生コホートのデータの戦略的な解析や倫理的配

慮に関する関連部署との情報共有・意見交換を進め、実効性の高い情報連係システムの

構築に向けた検討を更に推進する。 

研究分担者 

菅原 準一（東北大学大学院医学系研究科） 

目時 弘仁（東北医科薬科大学医学部） 

黒川 修行（宮城教育大学保健体育講座） 

小原 拓 （東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

研究協力者 

小林 雅之（東北大学医学部） 

長岡 勇大（東北大学医学部） 

髙橋 一平（東北大学大学院医学系研究科） 

槌田 梨絵（東北医科薬科大学医学部） 

松崎芙実子（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼ともみ（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

野田あおい（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

村上 慶子（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

 

Ａ．研究目的 

 

母子保健法のもと母子の健康の保持増進を目

的とする乳幼児健診に代表される母子保健情報

と、学校保健法のもと疾病のスクリーニングを

目的とする学校健診情報は、これまでに体系的

な連係が行われていなかったが、「経済財政運営

と改革の基本方針 2018」（平成 30 年 6月 15 日

閣議決定）においてその重要性が明記され、「デ

ータヘルス時代の母子保健情報の利活用に関す

る検討会」によって、母子保健情報の電子的な

記録・管理・活用の在り方が検討されてきた。 

英国の ALSPAC研究では、地域の各種医療情報

の連係に加えて、対象児の学校の保健・成績情

報等をリンケージした解析が行われており、各

ライフステージにおける各種既存情報の利活用

の有用性は明らかである。2013 年に妊婦リクル

ートが開始された東北メディカル・メガバンク
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計画三世代コホート調査においては、母子約

22,500組と児の同胞約9,500名を含む三世代家

族約 73500 名のライフコースにわたるパーソナ

ルヘルスレコード（妊婦健診・乳幼児健診・母

子健康手帳・学校健診・小児慢性特定疾病登録・

難病登録・（地域）がん登録等）の収集も進めて

いる。その中で、母子保健情報と学校保健情報

の電子的な記録・管理・活用状況だけでなく、

利活用に向けた情報提供に対する対応・考え方

が、医療機関・自治体・教育委員会・中学校に

よって様々であることを経験してきた。また、

コホート調査参加者に対する同意取得の中で、

母子および児童の保護者らにおける各種情報の

連係やその利活用に対する理解や不安・期待な

ども様々であることを実感してきた。したがっ

て、母子保健情報と学校保健情報の連係・利活

用のメリットの明確化に加えて、連係・利活用

のための現実的なインフラ整備のための課題抽

出とその対策立案が必要である。 

そこで、令和３年度は、母子保健情報と学校

保健情報を含む胎児期から小児期までのあらゆ

るパーソナルヘルスレコードの現実的な連係・

利活用のための基盤構築を目的に、母子保健情

報と学校保健情報の連係・活用による有用性の

明確化に向けた解析を行ってきた。 

 

Ｂ．研究方法 

 

１．三世代コホートにおける情報収集の推進 

三世代コホート調査において 2020 年度まで

に収集した乳幼児健診情報、及び、2020 年度に

収集した就学時健診情報・学校定期健診情報を

集計の上、各自治体母子保健関連部署、教育委

員会、小学校、中学校に還元するとともに、継

続的な連携を依頼した。就学時健診情報、学校

定期健診情報については、2021 年に中学 3年生

になった対象者の学校定期健診情報、及び、小

学5年生になった対象者の就学時健診情報の提

供を 36市町村教育委員会に依頼した。2021 年

度は新型コロナウイルス感染症の蔓延が続い

ていたため、県教育委員会と連携して、各市町

村教育委員会・学校に電話と郵送にて情報の提

供を依頼した。 

 

２．日本の児の体重分布の検討 

厚生労働省で公表している「平成 12 年度乳

幼児身体発育調査」から、就学前の児 10,021 人

の体重データを用いて、WHOが定義する weight-

for-age z-scoreの分布を算出した。対象は、

性別、年齢別に、3,10,50,90,97 パーセンタイ

ル値の群にそれぞれわけ、横断的な分布を国際

基準と比較した。 

 

３．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析 

３-１．「乳児期における急激な体重増加」 

(RIWG)と幼児期過体重・肥満との関連 

三世代コホート調査に参加している児のうち、

同意撤回、多胎児、出生時体重情報及び 5-6 か

月時の体重情報欠損者を除外した。そのうち、

18-23 か月時点での身長・体重の情報がある者

3,470 人、36-47か月時点での身長・体重のある

者 3,212 人をそれぞれ対象とした。RIWG は、

（１）出生時および生後 5-6 カ月時点での 

weight-for-age z-score の差、（２）weight-

for-age z-scoresが 0.67より大の増加（３）

weight-for-age z-scoresが 1より大の増加と

した。幼児期過体重・肥満は、18-23 か月・36-

47 か 月 時 点 そ れ ぞ れ の weight-for-

length/height z-scoreが 2より大とした。曝

露の weight-for-age z-score 及びアウトカム

の weight-for-length/height z-scoreは、それ

ぞれ WHO Child Growth Standardsに基づいて

算出した。統計解析には多変量ロジスティック

回帰分析を用いた。共変量は、母親の出産時年

齢、妊娠前 BMI、母親の教育歴、分娩様式、児の

出生時体重、生後 1か月時点での完全母乳育児

有無とした。また、欠損値は多重代入法で補完

した。 
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３-２．出生時から 14 歳時までの体格と過体重

の関連 

三世代コホート調査に参加し、学校健診情報

の提供に同意が得られている児に関して、各自

治体の教育委員会と通学先の学校と協議の上、

2018年から学校健診情報を収集してきた。また、

各自治体の母子保健関連部署から収集した乳

幼児健診情報と、保護者から収集した母子健康

手帳情報を学校健診情報と連係し、身長、体重、

測定日等を抽出した。三世代コホート調査に対

して同意撤回した児は本解析から除外し、身

長・体重のいずれかが欠損している測定データ

は過体重を評価するための指数である BMIの計

算ができないため本解析から除外した。出生時

の体格は、出生体重と在胎週数にも基づき

Small for gestational age（SGA：出生体重が

10 パーセンタイル未満）、Appropriate for 

gestational age（AGA :出生体重が 10 パーセ

ンタイル以上かつ 90 パーセンタイル以下）、

Large for gestational age（LGA：出生体重が

90 パーセンタイルより大きい）の３つの体格に

分類した。出生後の体格は、BMI と年齢および

性別に基づいて補正された標準偏差（SD）を算

出し、やせ（-2SD 未満）、標準体重(-2SD 以上

1SD 以下)、過体重（１SD より大きい）の 3 つ

に分類した。なお、以降の解析では一度でもや

せに分類された児は解析から除外した。 

a. 出生時の体格とその後の過体重の割合 

出生時の児の体格別に、1 歳半健診、3 歳健

診、6歳、11歳、14 歳時の過体重の割合を算出

し、出生時の体格別に成長後の過体重の割合を

比較した。割合の比較にはフィッシャーの正確

確率検定を用いた。 

b. 出生後各時点における体格とその後の過体

重の割合 

1歳半健診、3歳健診、6歳、11歳、14 歳時

から任意の 2時点を選び、測定時の年齢が早い

時点を基点とした。基点となる時点における体

格別に、成長後の過体重の割合を算出し、基点

となる時点における体格別に過体重の割合を

比較した。割合の比較にはフィッシャーの正確

確率検定を用いた。 

c. 各年齢時点の過体重と成長後の過体重との

関連 

1歳半健診、3歳健診、6歳、11歳、14 歳時

から任意の 2時点を選び、測定時の年齢が早い

時点を基点とした。基点となる時点における過

体重と、成長後の過体重と関連解析のため、ロ

ジスティック回帰分析を行い、オッズ比（OR）

を算出した。ORの調整には児の性別、出産時の

母の年齢、妊娠判明時の母の BMI、妊娠判明時

の母の飲酒の有無、妊娠判明時の母の喫煙の有

無、母の出産歴を用いた。 

 

４．BOSHI研究における研究参加者の乳幼児・

学校健診情報の収集と解析および研究参加者

における認識・希望調査 

BOSHI研究の参加者を対象に2020年度と2021

年度にわたって、郵送にて母子保健情報と学校

健診情報のリンケージについての意識調査に関

するお願いとアンケートを送付し、既存資料と

リンケージした上で分析を行った。アンケート

の回答をもって、本調査の同意とした。送付対

象者と返答者の基礎特性については、BOSHI 研

究の登録時情報、自記式問診票、出産時情報よ

り抽出した。 

 

（倫理面への配慮） 

東北大学東北メディカル・メガバンク計画三

世代コホート調査および BOSHI研究は、それぞ

れ東北大学東北メディカル・メガバンク機構倫

理審査委員会、東北大学医学部倫理審査委員会、

東北医科薬科大学倫理審査委員会、および調査

実施医療機関における倫理審査委員会の承認の

もと実施されている。本研究班の実施に関して

は、一部宮城教育大学倫理審査委員会の承認の

もと実施されている。 

 

Ｃ．研究結果 
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１．三世代コホートにおける情報収集の推進 

宮城県内の全自治体母子保健関連部署 35 か

所に、自治体ごとの乳幼児健診情報の集計結果

を還元した。また、2020 年度に収集した宮城県

内の就学時健診情報・学校定期健診情報の結果

も還元した。教育委員会、小学校、中学校へは、

就学時健診情報、学校定期健診情報の提供を依

頼する際に、連係可能な乳幼児健診の情報を含

む就学時健診情報、学校定期健診情報の集計結

果を還元した。七ヶ浜町からは、詳細な情報提

供と小学生への講話の依頼があり、実務者や地

域に成果を還元し、連携体制を強化することが

できた。また、2019年度から継続している石巻

市の子育て支援センターにおける講話活動を今

年度も継続し、住民の方々にも本研究班の結果

に基づく情報提供ができた。就学時健診情報、

学校定期健診情報については、それぞれ 306 名

分、225 名分を収集することができた。 

 

２．日本の児の体重分布の検討 

出生時体重の 50 パーセンタイルに相当する

weight-for-age z-scoreは、男女それぞれ-0.73、

-0.63 であり、男女共に国際基準と比較して小

さかった。その後、生後約 3 か月で国際基準と

ほぼ同等の体格になり、男児では生後約 7か月

まで一定に推移していた。また、女児では、生

後約 3 か月以降、50 パーセンタイル値未満の分

布が、国際基準を超えていた。生後 7か月以降、

男女ともに徐々に国際基準を下回っていた。生

後 2 歳以降、日本の 97 パーセンタイル値以上

の群では、国際基準の 90 パーセンタイル値に

相当していた。 

 

３．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析 

３-１．「乳児期における急激な体重増加」 

(RIWG)と幼児期過体重・肥満との関連 

児の過体重・肥満は、18-23 か月時点、36-47

か月時点それぞれにおいて、55 人（1.6%）、61

人（1.9%）であった。 

a．18-23 か月時点での児の過体重・肥満 

（１）出生時および生後 5-6 か月時点での 

weight-for-age z-score の差のオッズ比[95%

信頼区間]は、4.53[3.21-6.38]であった。（２）

weight-for-age z-scoresが0.67より大の増加

を RIWGとした場合のオッズ比[95%信頼区間]は、

3.52[1.98-6.28]であった。（３）weight-for-age 

z-scoresが 1 より大の増加を RIWGとした場合

のオッズ比[95%信頼区間]は、5.34[3.03-9.41]

であった。 

b．36-47か月時点での児の過体重・肥満 

（１）出生時および生後 5-6 か月時点での 

weight-for-age z-score の差のオッズ比[95%

信頼区間]は、3.20[2.40-4.26]であった。（２）

weight-for-age z-scoresが0.67より大の増加

を RIWGとした場合のオッズ比[95%信頼区間]は、

3.83[2.20-6.67]であった。（３）weight-for-age 

z-scoresが 1 より大の増加を RIWGとした場合

のオッズ比[95%信頼区間]は、4.48[2.64-7.58]

であった。 

 

３-２．出生時から 14 歳時までの体格と過体重

の関連 

母子健康手帳情報、乳幼児健診情報、学校健

診情報が収集され、全ての情報を連係可能な児

は 272 人（男子 141 人、女子 131 人）であった。

同意撤回、身長・体重データの欠損、一度でも

やせとなった児を除いたところ、本解析対象者

は 248人（男子 119人、女子 129人）であった。

出生時の体格についてみると、全体では LGAが

16％、AGAが 81％、SGAが 3.5％であり、男女間

で比較したところ出生時の体格の分布に有意な

偏りはなかった。 

a. 出生時の体格とその後過体重となった割合 

出生時の体格が AGAの場合、いずれの時点で

も、過体重の割合は 10～20％であった。一方、

出生時の体格が SGAの場合、1歳半健診、3歳健

診、6歳時に過体重である割合は 25％以下であ

ったが、11 歳、14 歳時に過体重である割合は

30％以上であった。また、出生時の体格が LGA
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の場合、1歳半健診、3歳健診時に過体重である

割合は 30％以上であったが、6歳、11歳、14 歳

時に過体重である割合は 25％以下であった。出

生時の体格別に 1歳半時の過体重の割合を比較

したところ、統計学的に有意な偏りはみられな

かった。ほかの時点でも同様に、出生時の体格

別に過体重の割合を比較したが、統計学的な有

意な偏りは認められなかった。 

b. 出生後各時点における体格とその後の過体

重の割合 

1 歳半健診時の体格が過体重の場合、標準体

重の場合に比べ、3 歳健診、6 歳、11 歳時にも

過体重である割合が有意に高かった。3 歳健診

時の体格が過体重の場合は標準体重の場合に比

べ、6歳、11歳、14 歳時にも過体重である割合

が有意に高かった。6 歳時の体格が過体重の場

合は、標準体重の場合に比べ、11歳、14 歳時に

も過体重である割合が有意に高かった。11歳時

の体格が過体重の場合は標準体重の場合に比べ、

14 歳時に過体重である割合が有意に高かった。 

c. 各年齢時点の過体重と成長後の過体重との

関連 

1歳半健診、3歳健診、6歳、11歳時の過体重

がその後の過体重との関連を解析した（表 2）。 

1歳半健診時における過体重は11歳までの過

体重と調整後も有意に関連した。3 歳時の過体

重は 14 歳までの過体重と関連したものの、調

整後には 11歳時と 14 歳時の過体重との有意な

関連はなかった。6歳時の過体重は 14 歳までの

過体重と関連したものの、調整後には 14 歳時

の過体重との有意な関連はなかった。11歳時の

過体重は 14 歳時の過体重と調整後も有意な関

連があった。 

 

４．BOSHI 研究における研究参加者の乳幼児・

学校健診情報の収集と解析および研究参加者に

おける認識・希望調査 

2020 年度、2021 年度で、それぞれ 536 名、

667名の計 1,203 名に質問票を送付した。366 名

から記入済みの質問票の返送があり、回答率は

30.4%だった。104名(8.7%)については郵送不能

で返却されたため、本調査では Lost to follow-

upとした。733 名(61.0%)については、郵送不能

とはならず届いたものと考えられたが返答がな

く、Not Answeredとした。 

妊娠時の母親の身長体重や飲酒状況、在胎日

数に有意な群間差はなかったが、送付時の児の

年齢や母親の年齢、妊娠時の母親の年齢、妊娠

初期の喫煙歴、初妊・初産であった割合に有意

な群間差を認めた。全対象者に対し、参加した

時期に従って順次質問票を送付したために、

2020 年度の送付対象者において送付時の児年

齢ならびに母親年齢が有意に若かったが、その

他の基礎特性には有意な群間差は認めなかった。 

母子保健情報と学校健診情報とのリンケージ

された情報を Q1-1 国や自治体が活用すること、

Q1-2 学校が活用することや、Q1-3 国や自治体が

情報を準備しておくこと、Q2 時系列につながっ

た情報にすることに関しては 72.2%～84.8%の

返答者が「是非必要」もしくは「必要」と返答

していた。一方、「不要」もしくは「全く不要」

と回答していたものは 2.3%～6.2%であった。こ

れらの項目については、いずれも、送付年度

2020 年から 2021 年にかけて、肯定的な回答が

減少し、否定的な回答が増加していた。 

母子保健情報と学校健診情報とのリンケージ

がどの時期の情報がつながっていると良いかと

の質問に対しては、2020 年では 46.2%の回答者

が出産時からと返答したのに対し、2021 年では

34.9%と低下していた。一方で、妊娠期ならびに

妊娠前からの情報と回答したのは 32.2%から

45.1%に増加し、統計学的に有意であった

(p=0.01)。 

リンケージについて、検査ごとに同意を確認

した方が良いですかと言う質問に関しては、送

付年度が 2020 年で 52.7%、送付年度が 2021 年

で 56.2%の返答者が「是非必要」もしくは「必

要」と返答しており、2021 年で若干増加してい

た。一方、「不要」あるいは「全く不要」と返答
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したものについては 2020 年で 22.5%、2021 年

で 23.7%と若干増加していた。 

リンケージ情報の活用に当たっては Q5-1 国

や自治体が情報を活用するたびに Q5-2 学校が

情報を活用するたびに説明をして同意を確認し

た方が良いかという質問に「是非必要」もしく

は「必要」と返答した人数は、2021 年で 49.1%、

50.0%であったのに対し、2022 年で 57.9%、58.5%

と増加していた。また、「不要」あるいは「全く

不要」と返答したものは 2020 年で 25.7%、27.6%

であったが、2021 年で 22.6%、23.6%と減少して

いた。 

Q5-3 大学等の研究者や、Q5-4 企業等の研究者

が情報を活用できるようにするたびに説明をし

て同意を確認した方が良いかという質問には

「是非必要」もしくは「必要」と返答した人数

は 2020 年で 62.6%、68.4%で合ったのに比較し

て2021年で65.1%、70.6%と若干の増加があり、

「不要」あるいは「全く不要」と返答したもの

は 2020 年で 21.1%、16.4%であったが、2021 年

で 18.5%、14.9%と減少していた。 

「Q2.時系列につながった情報にすること」を

「是非必要」もしくは「必要」と答えたものの

割合は 7.6ポイント低下したが、統計学的には

有意ではなかった。「Q5_1 国や自治体が情報を

活用するたび同意確認」や、「Q5_2 学校が情報

を活用するたび同意確認」について「是非必要」

もしくは「必要」と答えたものの割合は 8.8～

8.9 ポイント上昇し、統計学的に有意ではなか

ったが、回答者の児の年齢、回答者自身の年齢

で調整した場合に有意であった。 

返答があった対象者の児の年齢が高くなるほ

ど送付時の母親の年齢は高くなったが、児を妊

娠したときの母親の年齢、身長、妊娠前体重、

妊娠初期の喫煙、飲酒の有無、経産婦であった

割合に有意な群間差はなかった。 

この集団について、アンケート結果を集計し

た結果、児の年齢の均等三分割と各項目との間

に有意な群間差はなかったが、児の年齢が高く

なると、国や自治体が情報を活用するたび同意

確認を「是非必要」もしくは「必要」と返答し

た人数が多い傾向になっていた。この結果はア

ンケート送付時期や母親の年齢で調整しても有

意ではなかった。 

 

Ｄ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｅ．研究発表 

１．論文発表 

特になし 

２．学会発表 

1.小林雅幸，石黒真美，野田あおい，大沼と

もみ，松崎芙実子，上野史彦，村上慶子，

小原拓，栗山進一．乳児期の体重変化と幼

児期過体重・肥満との関連：東北メディカ

ル・メガバンク計画三世代コホート調査．

第 32回日本疫学会学術総会． 2022 年 1月

26-28日、オンライン開催 

2. 上野史彦、長岡勇大、黒川修行、髙橋一平、

野田あおい、大沼ともみ、松崎芙実子、村

上慶子、石黒真美、小原拓、栗山進一、乳

幼児期から思春期までの経時的な体格に関

する検討解析：東北メディカル・メガバン

ク計画三世代コホート調査、第 32回日本疫

学会学術総会、2022 年 1月 26 日-28日、オ

ンライン開催 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究年度終了報告書 

 

三世代コホートにおける情報収集の推進 

 

研究分担者  栗山 進一 東北大学災害科学国際研究所 

  災害公衆衛生学分野・教授 

 小原 拓 東北大学東北メディカル･メガバンク機構 

  予防医学・疫学部門・准教授 

 

研究要旨 

本研究班の目的の一つである母子保健情報と学校保健情報の連係・利活用のメリッ

トの明確化のために、今年度も東北メディカル・メガバンク計画三世代コホート調査

対象者の学校保健情報の収集を推進した。就学時健診情報、学校定期健診情報につい

ては、それぞれ 306 名分、225 名分を収集することができた。しかしながら、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、情報の提供依頼や昨年度の結果の還元等に関して

実務者と十分に情報共有することが困難であった。来年度はより密接な連携を図り、

さらなる情報収集・結果の還元に努める。 

また、これまでに本研究班では、乳幼児期に過体重であった小児において学童期で

も過体重である割合が高いことを明らかにしている。本結果をもとに、さらなる研究

を進めているため、日本人における出生時から学童期までの体格の分布と国際基準と

を比較して、本研究班の成果を関係各所へ還元する際に必要な基礎資料を作成した。 

                                     

 
研究協力者 

松崎 芙実子（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼 ともみ（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

野田 あおい（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

村上 慶子 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

小林 雅幸 （東北大学医学部） 

 

Ａ．研究目的 

 

東北メディカル・メガバンク計画三世代コホ

ート調査は、胎児期から出生後長期に渡り本人

と家族の健康関連情報を収集しており、本研究

班で取り組んでいる母子保健情報と学校保健情

報の連係・利活用のメリットの明確化における

研究基盤である。三世代コホート調査では、

2013-2017年にかけて児 23,143 人、同胞 9,459

人を含む三世代家族及び親族 73,529 人に参加

いただいた。参加時は妊婦健診や分娩等の周産

期カルテ情報を収集し、その後は現在までに調

査票調査を実施しているほか、乳幼児健診情報、
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就学時健診情報、学校定期健診情報、小児慢性

特定疾病・難病・がん登録等の情報を収集して

いる。これまでに文部科学省等と連携の上、宮

城県内の全自治体、教育委員会から情報をいた

だいており、今年度も各種情報収集を推進する。

乳幼児健診情報の収集は昨年度までに完了して

いるため、今年度は就学時健診情報、学校定期

健診情報の収集を推進する。また、自治体、教

育委員会、学校には、昨年度までの乳幼児健診

情報、就学時健診情報、学校定期健診情報の集

計結果を還元するとともに、今年度も連携体制

の維持を図る。 

また、これまでに本研究班では、乳幼児期に

過体重であった小児において学童期でも過体重

である割合が高いことを明らかとしている。本

結果をもとに、さらなる研究を進めており、研

究結果の解釈や関係各所へ還元する際の基礎資

料とするため、国際基準に基づく日本人の出生

時から学童期までの体格の分布を調査する。 

 

Ｂ．研究方法 

 

a．三世代コホートにおける情報収集の推進 

三世代コホート調査において 2020 年度まで

に収集した乳幼児健診情報、及び、2020 年度に

収集した就学時健診情報・学校定期健診情報を

集計の上、各自治体母子保健関連部署、教育委

員会、小学校、中学校に還元するとともに、継

続的な連携を依頼した。 

就学時健診情報、学校定期健診情報について

は、2021 年に中学 3年生になった対象者の学校

定期健診情報、及び、小学 5年生になった対象

者の就学時健診情報の提供を 36 市町村教育委

員会に依頼した。2021 年度は新型コロナウイル

ス感染症の蔓延が続いていたため、県教育委員

会と連携して、各市町村教育委員会・学校に電

話と郵送にて情報の提供を依頼した。 

b. 日本の児の体重分布の検討 

厚生労働省で公表している「平成 12 年度乳

幼児身体発育調査」

（https://www.mhlw.go.jp/houdou/0110/h1024

-4.html）から、就学前の児 10,021 人の体重デ

ータを用いて、WHOが定義する weight-for-age 

z-scoreの分布を算出した。対象は、性別、年

齢別に、3,10,50,90,97 パーセンタイル値の群

にそれぞれわけ、横断的な分布を国際基準と比

較した。 

 

（倫理面への配慮） 

 三世代コホート調査は、東北大学東北メディ

カル・メガバンク機構倫理審査委員会、東北大

学医学部倫理審査委員会、および調査実施医療

機関における倫理審査委員会の承認のもと実施

されている。 

 

Ｃ．研究結果 

 

a．三世代コホートにおける情報収集の推進 

宮城県内の全自治体母子保健関連部署 35 か

所に、自治体ごとの乳幼児健診情報の集計結果

を還元した。また、2020 年度に収集した宮城県

内の就学時健診情報・学校定期健診情報の結果

も還元した。教育委員会、小学校、中学校へは、

就学時健診情報、学校定期健診情報の提供を依

頼する際に、連係可能な乳幼児健診の情報を含

む就学時健診情報、学校定期健診情報の集計結

果を還元した。七ヶ浜町からは、詳細な情報提

供と小学生への講話の依頼があり、実務者や地

域に成果を還元し、連携体制を強化することが

できた。また、2019 年度から継続している石巻

市の子育て支援センターにおける講話活動を今

年度も継続し、住民の方々にも本研究班の結果

に基づく情報提供ができた。就学時健診情報、

学校定期健診情報については、それぞれ 306 名

分、225 名分を収集することができた。 

 

b. 日本の児の体重分布の検討 

出生時体重の 50 パーセンタイルに相当する

weight-for-age z-scoreは、男女それぞれ-0.73、

-0.63 であり、男女共に国際基準と比較して小
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さかった（図）。その後、生後約 3 か月で国際基

準とほぼ同等の体格になり、男児では生後約 7

か月まで一定に推移していた。また、女児では、

生後約 3 か月以降、50パーセンタイル値未満の

分布が、国際基準を超えていた。生後 7か月以

降、男女ともに徐々に国際基準を下回っていた。

生後 2 歳以降、日本の 97 パーセンタイル値以

上の群では、国際基準の 90 パーセンタイル値

に相当していた。 

 

Ｄ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｅ．研究発表 

 特になし 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 

 

 

 

 

 

 

図１．ＷＨＯに基づく日本の児の weight-for-age z-score 
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究年度終了報告書 

 

学童期の疾患の発症と予後に関する検討・解析 

（幼児期の肥満における関連要因の検討） 

 

研究分担者 菅原 準一 東北大学大学院医学系研究科 

  東北メディカル･メガバンク機構 

  母児医科学分野・教授 

 小原 拓 東北大学東北メディカル･メガバンク機構 

  予防医学・疫学部門・准教授 

 

研究要旨 

本研究班では、昨年度の研究において、乳幼児期に過体重であった児は、学童期お

よび思春期にも過体重である割合が高い傾向が認められたことを報告している。した

がって、小児の肥満を早期に予測し、予防することが重要である。小児肥満の予測因

子として、「乳児期における急激な体重増加」 (RIWG) が知られている。本研究では、

三世代コホート調査のデータを基に、RIWG と幼児期過体重・肥満との関連を多変量解

析により検討した。児の過体重・肥満は、18-23 か月時点、36-47 か月時点それぞれ

において、1.6%、1.9%であった。RIWG と幼児期の過体重・肥満との関連を検討した結

果、18-23 か月時点及び 36-47 か月時点それぞれにおいて、正の関連を認めた。乳児

期の RIWG が幼児期の過体重・肥満に関連していることから、予防や早期発見のため

には、1 歳 6 か月健診より前の乳児期の段階で、定期的な身体計測や母親への早期の

情報提供が重要であると考えられる。                                     

研究協力者 

松崎 芙実子（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼 ともみ（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

野田 あおい（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

村上 慶子 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

小林 雅幸 （東北大学医学部） 

 

Ａ．研究目的 

 

小児期・思春期の肥満は、成人期の肥満へと

移行しやすく（Singh AS et al. Obes Rev. 

2008）、将来の生活習慣病のリスクが高まる（Al-

Goblan AS et al. Diabetes Metab Syndr Obes. 

2014、Piché ME et al. Circ Res. 2020）。ま

た、小児肥満は、成人期のみならず、小児期に

おいても高血圧、2 型糖尿病などのリスクを高

めることが知られている（Wühl E. Acta 

Paediatr. 2019、Pulgaron ER, Delamater AM. 

Curr Diab Rep. 2014）。本研究班では、昨年度

の研究において、乳幼児期に過体重であった児
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は、学童期および思春期にも過体重である割合

が高い傾向が認められたことを報告している。

したがって、小児の肥満を早期に予測し、予防

することが重要である。 

小児肥満の予測因子として、「乳児期における

急激な体重増加」 (rapid infant weight gain: 

RIWG) が知られている。日本においては、国際

的な基準を用いて RIWG と小児肥満との関連を

検討した研究はない。RIWG は、出生後 2 年間の

うち、2時点での weight-for-age z-scores が

0.67 より大の増加と定義されている。より精緻

な検討を進めるためには、曝露～アウトカム測

定までの比較的長期の縦断情報に加えて、出生

時の体格に影響を与える出生前の情報も重要で

ある。本研究班において、東北メディカル・メ

ガバンク計画三世代コホート調査の母子健康手

帳、乳幼児健診情報の収集が促進され、既存の

カルテ情報や調査票情報と組み合わせることに

よって、周産期～乳幼児期までの連続的な情報

を基に、RIWG と幼児期過体重・肥満との関連を

検討することが可能となった。そこで本研究で

は、三世代コホート調査のデータを基に、国際

的な基準を用いて、RIWG と幼児期過体重・肥満

との関連を検討する。今回は、介入ポイントと

なり得る乳幼児健診の年齢に合わせ、アウトカ

ム測定時年齢を幼児期である 18-23 か月時点、

36-47 か月時点として検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

 

三世代コホート調査に参加している児のうち、

同意撤回、多胎児、出生時体重情報及び 5-6 か

月時の体重情報欠損者を除外した。そのうち、

18-23 か月時点での身長・体重の情報がある者

3,470 人、36-47 か月時点での身長・体重のある

者 3,212 人をそれぞれ対象とした。RIWG は、

（１）出生時および生後 5-6 カ月時点での 

weight-for-age z-score の差（連続値）、（２）

weight-for-age z-scoresが 0.67より大の増加

（３）weight-for-age z-scores が 1 より大の

増加とした。幼児期過体重・肥満は、18-23 か

月・36-47 か月時点それぞれの weight-for-

length/height z-score が 2 より大とした。曝

露の weight-for-age z-score 及びアウトカム

の weight-for-length/height z-score は、それ

ぞれ WHO Child Growth Standards に基づいて

算出した。統計解析には多変量ロジスティック

回帰分析を用いた。共変量は、母親の出産時年

齢、妊娠前 body mass index（BMI）、母親の教

育歴、分娩様式、児の出生時体重、生後 1 か月

時点での完全母乳育児有無とした。また、欠損

値は多重代入法で補完した。 

 

（倫理面への配慮） 

三世代コホート調査は、東北大学東北メディ

カル・メガバンク機構倫理審査委員会、東北大

学医学部倫理審査委員会、および調査実施医療

機関における倫理審査委員会の承認のもと実施

されている。 

 

Ｃ．研究結果 

 

児の過体重・肥満は、18-23 か月時点、36-47

か月時点それぞれにおいて、55 人（1.6%）、61

人（1.9%）であった。 

 

1．18-23 か月時点での児の過体重・肥満 

（１）出生時および生後 5-6 か月時点での 

weight-for-age z-score の差（連続値）のオッ

ズ比[95%信頼区間]は、4.53[3.21-6.38]であっ

た。 

（２）weight-for-age z-scores が 0.67 より

大の増加を RIWG とした場合のオッズ比[95%信

頼区間]は、3.52[1.98-6.28]であった。 

（３）weight-for-age z-scores が 1 より大

の増加を RIWG とした場合のオッズ比[95%信頼

区間]は、5.34[3.03-9.41]であった。 

 

2．36-47 か月時点での児の過体重・肥満 

（１）出生時および生後 5-6 か月時点での 
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weight-for-age z-score の差（連続値）のオッ

ズ比[95%信頼区間]は、3.20[2.40-4.26]であっ

た。 

（２）weight-for-age z-scores が 0.67 より

大の増加を RIWG とした場合のオッズ比[95%信

頼区間]は、3.83[2.20-6.67]であった。 

（３）weight-for-age z-scores が 1 より大

の増加を RIWG とした場合のオッズ比[95%信頼

区間]は、4.48[2.64-7.58]であった。 

 

Ｄ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｅ．研究発表 

１．論文発表 

特になし 

２．学会発表 

1.小林雅幸，石黒真美，野田あおい，大沼と

もみ，松崎芙実子，上野史彦，村上慶子，

小原拓，栗山進一．乳児期の体重変化と幼

児期過体重・肥満との関連：東北メディカ

ル・メガバンク計画三世代コホート調査．

第 32回日本疫学会学術総会．浦安（オンラ

イン開催）．2022 年 1 月 26日- 28日． 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究年度終了報告書 

 

学童期の疾患の発症と予後に関する検討・解析 

 

研究分担者 黒川修行 宮城教育大学教育学部・准教授 

 

研究要旨 

三世代コホート調査の参加者の学校定期健康診断、母子健康手帳、乳幼児健康診査

のデータを連係し、出生時、1 歳半健診、3 歳健診、6 歳（小学 1 年生）、11 歳（小学 6

年生）および 14 歳（中学 3 年生）時までの時間的な間隔を変えながら網羅的に体格と

過体重の関連を検討した。乳幼児期に過体重であった児は、学童期および思春期にも

過体重である割合が高く、特に 3 歳健診時の過体重はその後も一定の割合を維持して

いた。乳幼児期より以前の早期の介入のほか、妊娠中の母親の適切な体重管理は生ま

れてくる児の思春期を含む将来の肥満の予防につながると考えられた。 

研究協力者 

松崎 芙実子（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼 ともみ（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

野田 あおい（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

村上 慶子 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

髙橋 一平 （東北大学大学院医学系研究科） 

長岡 勇大 （東北大学医学部） 

 

Ａ．研究目的 

 

成人期の肥満が、循環器疾患をはじめとする

様々な疾患のリスク因子であることは明らかに

されている。また、思春期の肥満が成人期の肥

満のリスク因子であることや（Wang L, et al. 

J Adolesc Health, 2008）、学童期初期の肥満

はトラッキング現象により高率にその後の肥満

につながることが報告されている（小宮 他,体

育学研究, 2018）。しかしながら、乳幼児期の肥

満と学童期以降の肥満との関連に関しては十分

に検討されていない。その原因の一つに、乳幼

児期の健康情報と学童期の健康情報との連係に

よる検討が十分行われてこなかった背景がある。

幼児期の肥満が学齢期以降も継続しているとい

うエビデンスが得られれば、肥満の予防にはよ

り早期の介入が重要であると考えられる。 

本邦において、出生時から思春期までの時間的

な間隔を変えながら網羅的に、ある時点とその

後の体格や過体重の関連を解析し、過体重のト

ラッキングについて検討した研究は知る限り存

在しない。本研究では出生時から思春期までの

体格について、任意の 2時点間をとり、基点と

なる時点における体格とその後の過体重との関

連について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 
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三世代コホート調査に参加し、学校健診情報

の提供に同意が得られている児に関して、各自

治体の教育委員会と通学先の学校と協議の上、

2018 年から学校健診情報を収集してきた。また、

各自治体の母子保健関連部署から収集した乳幼

児健診情報と、保護者から収集した母子健康手

帳情報を学校健診情報と連係し、身長、体重、

測定日等を抽出した。三世代コホート調査に対

して同意撤回した児は本解析から除外し、身長・

体重のいずれかが欠損している測定データは過

体重を評価するための指数である body mass 

index（BMI）の計算ができないため本解析から

除外した。 

出生時の体格は、出生体重と在胎週数にも基

づき Small for gestational age（SGA：出生体

重が 10パーセンタイル未満）、Appropriate for 

gestational age（AGA :出生体重が 10パーセ

ンタイル以上かつ 90 パーセンタイル以下）、

Large for gestational age（LGA：出生体重が

90パーセンタイルより大きい）の３つの体格に

分類した（板橋他, 日本小児科学会雑誌,2010）。 

出生後の体格は、BMI と年齢および性別に基

づいて補正された標準偏差（SD）を算出し（Kato 

N et al. Clin Pediatr Endocrinol, 2011）、

やせ（-2SD 未満）、標準体重(-2SD 以上 1SD 以

下)、過体重（１SD より大きい）の 3 つに分類

した。なお、以降の解析では一度でもやせに分

類された児は解析から除外した。 

 

１）出生時の基礎特性における男女間の比較 

出生時の児の身長、体重、体格および出生時

の母親の基礎特性（出産時の母の年齢、妊娠判

明時の母の BMI、妊娠判明時の母の飲酒、妊娠

判明時の母の喫煙歴、母の出産歴）を男女間で

比較した。児の身長と体重、在胎週数および妊

娠判明時の母親の BMIについてはウィルコクソ

ンの順位和検定を用い、その他の特性について

はカイ二乗検定あるいはフィッシャーの正確確

率検定を用いて解析を行った。 

 

２）出生時の体格とその後の過体重の割合 

出生時の児の体格別に、1 歳半健診、3 歳健

診、6歳、11 歳、14 歳時の過体重の割合を算出

し、出生時の体格別に成長後の過体重の割合を

比較した。割合の比較にはフィッシャーの正確

確率検定を用いた。 

 

３）出生後各時点における体格とその後の過体

重の割合 

1 歳半健診、3 歳健診、6 歳、11 歳、14 歳時

から任意の 2時点を選び、測定時の年齢が早い

時点を基点とした。基点となる時点における体

格別に、成長後の過体重の割合を算出し、基点

となる時点における体格別に過体重の割合を比

較した。割合の比較にはフィッシャーの正確確

率検定を用いた。 

 

４）各年齢時点の過体重と成長後の過体重との

関連 

1 歳半健診、3 歳健診、6 歳、11 歳、14 歳時

から任意の 2時点を選び、測定時の年齢が早い

時点を基点とした。基点となる時点における過

体重と、成長後の過体重と関連解析のため、ロ

ジスティック回帰分析を行い、オッズ比（OR）

を算出した。ORの調整には児の性別、出産時の

母の年齢、妊娠判明時の母の BMI、妊娠判明時

の母の飲酒の有無、妊娠判明時の母の喫煙の有

無、母の出産歴を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

三世代コホート調査は、東北大学東北メディ

カル・メガバンク機構倫理審査委員会、東北大

学医学部倫理審査委員会、および調査実施医療

機関における倫理審査委員会の承認のもと実施

されている。本研究班の実施に関しては、一部

宮城教育大学ヒトを対象とする研究に関する倫

理審査委員会の承認のもと実施されている。 

 

Ｃ．研究結果 
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母子健康手帳情報、乳幼児健診情報、学校健

診情報が収集され、全ての情報を連係可能な児

は 272 人（男子 141 人、女子 131 人）であった。

同意撤回、身長・体重データの欠損、一度でも

やせとなった児を除いたところ、本解析対象者

は 248 人（男子 119人、女子 129人）であった。 

 

１）男女間の出生時の基礎特性の比較 

出生体重の全体平均値は 3,111g であり、男子

で 3,142ｇ、女子で 3,081g と男子の出生体重は

女子と比べて重かったが、男女間で統計学的に

有意な差ではなかった（表１）。また、女子に比

し、男子で平均身長が高く、平均在胎週数も長

かったものの、これらの特性についても、男女

間で統計学的な有意な差は認められなかった。 

出生時の体格についてみると、全体では LGA

が 16％、AGA が 81％、SGA が 3.5％であり、男

女間で比較したところ出生時の体格の分布に有

意な偏りはなかった。 

そのほか、妊娠判明時の母親の平均年齢は 25

歳、BMIの平均値は 20.7kg/m2、飲酒率は 7.5％、

喫煙率は 7.9％、初産であった割合は 80.0％で

あった。これらの特性についても男女間で統計

学的に有意な差や偏りは認められなかった。 

 

２）出生時の体格とその後過体重となった割合 

出生時に SGA、AGA または LGA だった児のう

ち、1 歳半健診、3 歳健診、6 歳、11 歳、14 歳

の時に過体重だった人の割合を示した（図 1）。 

出生時の体格が AGA の場合、いずれの時点で

も、過体重の割合は 10～20％であった。一方、

出生時の体格が SGA の場合、1歳半健診、3歳健

診、6歳時に過体重である割合は 25％以下であ

ったが、11 歳、14 歳時に過体重である割合は

30％以上であった。また、出生時の体格が LGA

の場合、1歳半健診、3歳健診時に過体重である

割合は 30％以上であったが、6歳、11 歳、14 歳

時に過体重である割合は 25％以下であった。 

出生時の体格別に 1歳半時の過体重の割合を

比較したところ、統計学的に有意な偏りはみら

れなかった。ほかの時点でも同様に、出生時の

体格別に過体重の割合を比較したが、統計学的

な有意な偏りは認められなかった。 

 

３）出生後各時点における体格とその後の過体

重の割合 

２）と同様に、1歳半健診、3歳健診、6歳時、

11 歳時および 14 歳時のそれぞれの時点におけ

る体格別に、その後の過体重の割合を図示して

いる（図 3） 

1 歳半健診時の体格が過体重の場合、標準体

重の場合に比べ、3 歳健診、6 歳、11 歳時にも

過体重である割合が有意に高かった。3 歳健診

時の体格が過体重の場合は標準体重の場合に比

べ、6歳、11 歳、14 歳時にも過体重である割合

が有意に高かった。6 歳時の体格が過体重の場

合は、標準体重の場合に比べ、11 歳、14 歳時に

も過体重である割合が有意に高かった。11 歳時

の体格が過体重の場合は標準体重の場合に比べ、

14 歳時に過体重である割合が有意に高かった。 

 

４）各年齢時点の過体重と成長後の過体重との

関連 

1 歳半健診、3歳健診、6歳、11 歳時の過体重

がその後の過体重との関連を解析した（表 2）。 

1歳半健診時における過体重は11歳までの過

体重と調整後も有意に関連した。3 歳時の過体

重は 14 歳までの過体重と関連したものの、調

整後には 11 歳時と 14 歳時の過体重との有意な

関連はなかった。6歳時の過体重は 14 歳までの

過体重と関連したものの、調整後には 14 歳時

の過体重との有意な関連はなかった。11 歳時の

過体重は 14 歳時の過体重と調整後も有意な関

連があった。 

 

Ｄ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｅ．研究発表 

1．上野史彦，長岡勇大，黒川修行，髙橋一平，
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野田あおい，大沼ともみ，松崎芙実子，村上慶

子，石黒真美，小原拓，栗山進一．乳幼児期か

ら思春期までの経時的な体格に関する検討解

析：東北メディカル・メガバンク計画三世代コ

ホート調査．第 32回日本疫学会学術総会、浦安

（オンライン開催）．2022 年 1月 26日- 28日． 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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 表 2. 各年齢時点の体格と成長後の過体重との関連       

  測定時の年齢 3 歳  6 歳  11 歳  14 歳 

  調整なし  調整後*  調整なし  調整後*  調整なし  調整後*  調整なし  調整後* 

基点となる年齢時の体格 n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI) 

1 歳半 189   119   154   95   147   88   143   91  

 標準体重 151 1.00  93 1.00  121 1.00  73 1.00  114 1.00  66 1.00  116 1.00  73 1.00 

  (79.9) (ref.)  (78.2) (ref.)  (78.6) (ref.)  (76.8) (ref.)  (77.6) (ref.)  (75.0) (ref.)  (81.1) (ref.)  (80.2) (ref.) 

 過体重 38 8.99  26 13.42  33 3.82  22 6.94  33 2.86  22 5.22  27 2.73  18 1.61 

  (20.1) (4.13-20.29)  (21.8) (4.46-45.42)  (21.4) (1.52-9.56)  (23.2) (1.64-33.46)  (22.4) (1.19-6.77)  (25.0) (1.25-24.79)  (18.9) (0.86-8.03)  (19.8) (0.14-14.96) 

3 歳       154   89   148   85   149   91  

 標準体重       113 1.00  69 1.00  107 1.00  64 1.00  109 1.00  71 1.00 

        (73.4) (ref.)  (77.5) (ref.)  (72.3) (ref.)  (75.3) (ref.)  (73.2) (ref.)  (78.0) (ref.) 

 過体重       41 7.40  20 9.55  41 4.17  21 3.22  40 8.27  20 0.29 

        (26.6) (2.99-19.38)  (22.5) (1.85-61.41)  (27.7) (1.77-10.01)  (24.7) (0.70-15.14)  (26.8) (2.98-25.45)  (22.0) (0.01-4.47) 

6 歳             166   91   148   80  

 標準体重             136 1.00  80 1.00  124 1.00  74 1.00 

              (81.9) (ref.)  (87.9) (ref.)  (83.8) (ref.)  (92.5) (ref.) 

 過体重             30 22.08  11 1021.24  24 27.86  6 13.15 

              (18.1) (8.69-61.00)  (12.1) (48.96-81487.89)  (16.2) (9.47-91.55)  (7.5) (0.97-261.80) 

11 歳                   149   79  

 標準体重                   124 1.00  69 1.00 

                    (83.2) (ref.)  (87.3) (ref.) 

 過体重                   25 42.31  10 60.46 

                                        (16.8) (13.48-156.66)   (12.7) (2.92-5001.37) 

*児の性別、出産時の母の年齢、妊娠判明時の母の BMI、妊娠判明時の母の飲酒の有無、妊娠判明時の母の喫煙の有無、母の出産歴で調整 
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究年度終了報告書 

 

研究参加者の乳幼児・学校健診情報の収集と解析 

研究参加者における認識・希望調査 

 

研究分担者  目時 弘仁 東北医科薬科大学医学部・教授 

 

研究要旨 

BOSHI 研究の参加者を対象に郵送にて母子保健情報と学校健診情報のリンケージに

ついてのアンケート調査を行った。 

母子保健情報と学校健診情報のリンケージを必要と感じている者は 75%以上と高い

割合であったのに対し、情報の利活用の度に同意確認が必要と感じている者も 50%程

度と高い割合だった。特に大学や企業などの外部研究者が情報を活用する際に同意確

認を必要と感じている割合は 65%以上と高かった。2020 年度に比較して 2021 年度で

妊娠期以前からの情報がつながっているとよいと答えた者の割合が有意に増加し、国

や自治体が情報を活用する度に同意確認を必要と答えた者の割合も増加した。 

健康情報のリンケージの必要性の認識は高く、その範囲も広がってきているが、そ

の利活用に当たってはより丁寧な説明が要求されるようになってきている。 

 

研究協力者 

槌田 梨絵（東北医科薬科大学医学部衛生学・

公衆衛生学教室） 

 

Ａ．研究目的 

 

BOSHI 研究の参加者を対象に母子保健情報と

学校健診情報のリンケージについての意識調査

を継続し、各種健康情報が利活用されるにあた

って、どのような主体が利活用することに必要

性を感じているか、また、情報を準備しておく

ことの必要性を感じているかを明らかにするこ

と、利用する際に個別の同意を取得する必要性

を感じているかについて明らかにすることを目

的とした。 

さらに、各リンケージに関わる意識が、年度

毎に変化しているか、返答者の基礎特性によっ

てどのように異なっているかを検討し、リンケ

ージの必要性に関する広報資料の基礎とするこ

とを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

BOSHI研究の参加者を対象に2020年度と2021

年度にわたって、郵送にて母子保健情報と学校

健診情報のリンケージについての意識調査に関

するお願いとアンケートを送付し、既存資料と

リンケージした上で分析を行った。アンケート

の回答をもって、本調査の同意とした。 

送付対象者と返答者の基礎特性については、

BOSHI 研究の登録時情報、自記式問診票、出産

時情報より抽出した。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は東北医科薬科大学ならびにスズキ記

念病院の倫理委員会の審査の下に実施し、集

計・分析段階においては匿名化後の情報のみを

扱った。 
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Ｃ．研究結果 

 

2020 年度、2021 年度で、それぞれ 536名、667

名の計 1,203 名に質問票を送付した。366 名か

ら記入済みの質問票の返送があり、回答率は

30.4%だった。104 名(8.7%)については郵送不

能で返却されたため、本調査では Lost to 

follow-upとした。733名(61.0%)については、

郵送不能とはならず届いたものと考えられたが

返答がなく、Not Answeredとした。 

返答状況についての対象者の基礎特性を表１

に示す。妊娠時の母親の身長体重や飲酒状況、

在胎日数に有意な群間差はなかったが、送付時

の児の年齢や母親の年齢、妊娠時の母親の年齢、

妊娠初期の喫煙歴、初妊・初産であった割合に

有意な群間差を認めた。 

送付時期による対象者の基礎特性の違いを表

２に示す。全対象者に対し、参加した時期に従

って順次質問票を送付したために、2020 年度

の送付対象者において送付時の児年齢ならびに

母親年齢が有意に若かったが、その他の基礎特

性には有意な群間差は認めなかった。 

返答があった対象者で、各質問項目にどのよ

うに返答したか、送付年度毎にまとめたものを

図１と図２に示す。母子保健情報と学校健診情

報とのリンケージされた情報を Q1-1 国や自治

体が活用すること、Q1-2 学校が活用すること

や、Q1-3 国や自治体が情報を準備しておくこ

と、Q2 時系列につながった情報にすることに

関しては 72.2%～84.8%の返答者が「是非必要」

もしくは「必要」と返答していた(図１)。一方、

「不要」もしくは「全く不要」と回答していた

ものは 2.3%～6.2%であった。これらの項目に

ついては、いずれも、送付年度 2020 年から

2021 年にかけて、肯定的な回答が減少し、否

定的な回答が増加していた。 

母子保健情報と学校健診情報とのリンケージ

がどの時期の情報がつながっていると良いかと

の質問に対しては、2020 年では 46.2%の回答者

が出産時からと返答したのに対し、2021 年で

は 34.9%と低下していた。一方で、妊娠期なら

びに妊娠前からの情報と回答したのは 32.2%か

ら 45.1%に増加し、統計学的に有意であった

(p=0.01)(図２)。 

リンケージについて、検査ごとに同意を確認

した方が良いですかと言う質問に関しては、送

付年度が 2020 年で 52.7%、送付年度が 2021 年

で 56.2%の返答者が「是非必要」もしくは「必

要」と返答しており、2021 年で若干増加して

いた。一方、「不要」あるいは「全く不要」と

返答したものについては2020年で22.5%、2021

年で 23.7%と若干増加していた。 

リンケージ情報の活用に当たっては Q5-1 国

や自治体が情報を活用するたびに Q5-2 学校が

情報を活用するたびに説明をして同意を確認し

た方が良いかという質問に「是非必要」もしく

は「必要」と返答した人数は、2020 年で 49.1%、

50.0%であったのに対し、2021 年で 57.9%、

58.5%と増加していた。また、「不要」あるいは

「全く不要」と返答したものは2020年で25.7%、

27.6%であったが、2021 年で 22.6%、23.6%と減

少していた。 

Q5-3 大学等の研究者や、Q5-4 企業等の研究

者が情報を活用できるようにするたびに説明を

して同意を確認した方が良いかという質問には

「是非必要」もしくは「必要」と返答した人数

は 2020 年で 62.6%、68.4%であったのに比較し

て 2021 年で 65.1%、70.6%と若干の増加があり、

「不要」あるいは「全く不要」と返答したもの

は 2020 年で 21.1%、16.4%であったが、2021 年

で 18.5%、14.9%と減少していた（図 1）。 

上記の「是非必要」もしくは「必要」と返答

した割合の変化についてさらに検討を行った

（表３）。表２で、送付時期による基礎特性の

違いとして送付時の母児の年齢が有意となって

いたため、これらも考慮した分析も行った。

「Q2.時系列につながった情報にすること」を

「是非必要」もしくは「必要」と答えたものの

割合は 7.6％低下したが、統計学的には有意で

はなかった。「Q5_1 国や自治体が情報を活用す
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るたび同意確認」や、「Q5_2 学校が情報を活用

するたび同意確認」について「是非必要」もし

くは「必要」と答えたものの割合は 8.8～

8.9％上昇し、統計学的に有意ではなかったが、

回答者の児の年齢、回答者自身の年齢で調整し

た場合に有意であった。 

返答があった対象者について、アンケート送

付時の児年齢に基づいて均等三分割し分類した

基礎特性は表４に示す。児の年齢が高くなるほ

ど送付時の母親の年齢は高くなったが、児を妊

娠したときの母親の年齢、身長、妊娠前体重、

妊娠初期の喫煙、飲酒の有無、経産婦であった

割合に有意な群間差はなかった。 

この集団について、アンケート結果を集計し

たものを表５に示す。児の年齢の均等三分割と

各項目との間に有意な群間差はなかったが、児

の年齢が高くなると、国や自治体が情報を活用

するたび同意確認を「是非必要」もしくは「必

要」と返答した人数が多い傾向になっていた。

この結果はアンケート送付時期や母親の年齢で

調整しても有意ではなかった。 

 

Ｄ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｅ．研究発表 

特になし 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

 特になし  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

表１．送付対象者と返答が有った対象者の基礎特性、送付時期による基礎特性の違い
ｐ

⼈数
送付時児年齢, 歳(平均,SD) 11.0 1.2 11.0 1.2 11.2 1.2 10.8 1.2 0.007
送付時⺟親年齢, 歳(平均,SD) 43.1 5.1 43.1 5.2 41.9 5.4 43.3 4.6 0.04
⺟親妊娠時年齢, 歳(平均,SD) 31.0 5.0 31.0 5.1 29.6 5.1 31.3 4.5 0.008
⾝⻑, cm 158.3 5.1 158.3 5.1 158.2 5.4 158.3 5.0 0.9
妊娠前体重, kg 55.2 9.8 55.6 9.8 56.1 10.7 54.3 9.6 0.08
喫煙, % 0.01
飲酒, % 0.8
経妊, % 0.001
経産, % 0.003
在胎⽇数, ⽇(平均,SD) 276.8 11.1 276.4 11.0 278.5 7.4 277.0 11.9 0.2
送付年度 2020年, ％
送付年度 2021年, ％

全体 Not Answered Lost to follow-up Answered

16.4 18.4 18.8 11.8

1203 733 104 366

56.6 57.0 40.4 60.4
44.2 43.9 47.5 43.9

0.1

42.6 44.6 30.8 41.8

55.5 55.3 64.4 53.3
44.5 44.7 35.6 46.7
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表２．送付時期による基礎特性の違い
ｐ

⼈数
送付時児年齢, 歳(平均,SD) 11.8 1.2 10.3 0.8 ＜0.0001
送付時⺟親年齢, 歳(平均,SD) 43.9 4.9 42.4 5.1 ＜0.0001
⺟親妊娠時年齢, 歳(平均,SD) 31.1 4.8 30.9 5.1 0.6
⾝⻑, cm 158.1 5.1 158.5 5.1 0.2
妊娠前体重, kg 55.0 10.0 55.4 9.7 0.6
喫煙, % 0.6
飲酒, % 0.4
経妊, % 0.6
経産, % 0.6
在胎⽇週, ⽇(平均,SD) 276.5 12.3 277.0 9.9 0.4

2020年度 2021年度
536 667

17.0 16.0
45.7 43.0
57.5 55.9
43.5 41.8

表３．アンケート送付時期とアンケート回答結果
2020年度 2021年度 Crude P Adjusted P

⼈数 171 195
Q1_1 国や⾃治体が活⽤すること 75.4 71.8 0.4 0.1
Q1_2 学校が活⽤すること 84.8 81.5 0.4 0.1
Q1_3 国や⾃治体が情報を準備しておくこと 78.4 73.3 0.3 0.2
Q2 時系列につながった情報にすること 82.5 74.9 0.08 0.08
Q4 検査毎に同意を確認した⽅が良いですか？ 52.1 55.9 0.5 0.2
Q5_1 国や⾃治体が情報を活⽤するたび同意確認 49.1 58.0 0.09 0.01
Q5_2 学校が情報を活⽤するたび同意確認 49.7 58.5 0.09 0.08
Q5_3 ⼤学等の研究者が情報を活⽤できるようにするたび同意確認 62.6 65.1 0.6 0.9
Q5_4 企業等の研究者が情報を活⽤できるようにするたび同意確認 68.4 70.3 0.7 0.5
Adjusted P, 回答者の児の年齢、回答者の年齢で調整
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表４．アンケート送付時の児の年齢に基づく返答者の基礎特性

ｐ
⼈数
送付時児年齢, 歳(平均,SD) 9.6 0.4 10.7 0.3 12.2 0.6 <0.0001
送付時⺟親年齢, 歳(平均,SD) 41.8 4.6 43.6 4.6 44.5 4.4 <0.0001
⺟親妊娠時年齢, 歳(平均,SD) 31.1 4.5 31.6 4.5 31.3 4.5 0.6
⾝⻑, cm 158.3 5.1 158.9 4.9 157.8 5.0 0.2
妊娠前体重, kg 54.3 9.5 54.1 8.7 53.7 9.4 0.7
喫煙, % 0.1
飲酒, % 0.7
経妊, % 0.4
経産, % 0.3
在胎⽇数, ⽇(平均,SD) 277.9 10.7 276.4 9.2 276.7 15.1 0.6

8-10歳 11-13歳
122 122 122

10-11歳

40.2
56.6
37.7

11.5
41.5
64.8
47.5

46.7
7.416.4

43.4
59.8

表５．アンケート送付時の児の年齢に基づくアンケート回答結果
8-10歳 10-11歳 11-13歳 Crude P Adjusted P

⼈数 122 122 122
Q1_1 国や⾃治体が活⽤すること 77.1 71.3 72.1 0.5 0.3
Q1_2 学校が活⽤すること 85.3 82.0 82.0 0.7 0.4
Q1_3 国や⾃治体が情報を準備しておくこと 77.9 72.1 77.1 0.5 0.6
Q2 時系列につながった情報にすること 81.2 73.8 80.3 0.3 0.3
Q4 検査毎に同意を確認した⽅が良いですか？ 51.6 54.9 55.7 0.8 0.4
Q5_1 国や⾃治体が情報を活⽤するたび同意確認 51.6 54.1 55.7 0.8 0.06
Q5_2 学校が情報を活⽤するたび同意確認 53.3 57.4 52.5 0.7 0.4
Q5_3 ⼤学等の研究者が情報を活⽤できるようにするたび同意確認 63.1 66.4 62.3 0.8 0.7
Q5_4 企業等の研究者が情報を活⽤できるようにするたび同意確認 68.0 69.7 70.5 0.9 0.6
Adjusted P, 回答者の年齢、アンケート送付時期で調整
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Q1_1 国や⾃治体が活⽤すること

Q1_2 学校が活⽤すること

Q1_3 国や⾃治体が情報を準備しておくこと

Q2 時系列につながった情報にすること

Q4 検査毎に同意を確認した⽅が良いですか？

Q5_1 国や⾃治体が情報を活⽤するたび同意確認

Q5_2 学校が情報を活⽤するたび同意確認

Q5_3 ⼤学等の研究者が情報を活⽤できるようにするたび同意確認

Q5_4 企業等の研究者が情報を活⽤できるようにするたび同意確認

図１．⺟⼦保健情報と学校健診情報のリンケージについて
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図２．Q3 どの時期からの情報がつながっているとよいですか？
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令和 ４ 年 ３ 月 ２９ 日 
 
  厚生労働大臣  殿 

                                         
                              機関名   東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   総長 
                                                                                      
                              氏 名   大野 英男         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  災害科学国際研究所 ・ 教授                 

    （氏名・フリガナ）  栗山 進一 ・ クリヤマ シンイチ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東北大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年３月２９日 
 
  厚生労働大臣  殿 

                                         
                              機関名  国立大学法人東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  大野 英男          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学系研究科・教授                    

    （氏名・フリガナ） 菅原 準一・スガワラ ジュンイチ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東北大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容：研究実施の際の留意点を示した。  ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年３月２３日 
 
  厚生労働大臣  殿 

                                         
                              機関名 東北医科薬科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  高柳 元明          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 教授                                

    （氏名・フリガナ） 目時 弘仁 （メトキ ヒロヒト）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東北医科薬科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年４月２０日 
 
  厚生労働大臣  殿 

                                         
                              機関名 国立大学法人宮城教育大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学 長 
                                                                    
                              氏 名     村松   隆      
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 教育学部・准教授                                

    （氏名・フリガナ） 黒川 修行・クロカワ ナオユキ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 宮城教育大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ４ 年 ３ 月 ３０ 日 
 
  厚生労働大臣  殿 

                                         
                              機関名   東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   総長 
                                                                                      
                              氏 名   大野 英男        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  東北メディカル･メガバンク機構 ・ 准教授                 

    （氏名・フリガナ）  小原 拓 ・ オバラ タク               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東北大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

総括研究年度報告書 

 

母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究 

 

研究代表者  栗山 進一 東北大学災害科学国際研究所 

  災害公衆衛生学分野・教授 

  

研究要旨 

本研究班の目的は、母子保健情報と学校健診情報を含む胎児期から小児期までのあ

らゆるパーソナルヘルスレコードの現実的な連係・利活用のための基盤を構築するこ

とであり、その目的達成のために、開始時期の異なる複数の既存出生コホートに基づ

く（１）母子保健情報と学校保健情報の連係・活用による有効性の明確化に向けた解

析と、（２）現実的なインフラ整備に向けた調査を行ってきた。 

2021 年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により、一部活動が制限されたため、

2022 年度まで研究期間を延長の上、研究を推進した。 

（１）母子保健情報と学校保健情報の連係・活用による有効性の明確化に向けた解析 

母子保健情報と学校保健情報の連係・利活用のメリットの明確化のために、2021 年

度・2022 年度共に、東北メディカル・メガバンク計画三世代コホート調査対象者の学

校保健情報の収集を推進した。就学時健診情報、学校定期健診情報については、2021

年度はそれぞれ 306 名分、225 名分を、2022 年度はそれぞれ 324 名分、280 名分を収

集することができた。また、日本人における出生時から学童期までの体格の分布と国

際基準とを比較して、本研究班の成果を関係各所へ還元する際に必要な基礎資料を作

成した。三世代コホート調査に参加している児の分娩医療機関の診療録、母子健康手

帳、乳幼児健康診査、調査票回答のデータを基に、「乳幼児期における急激な体重増

加」（RIWG）と幼児期過体重・肥満との関連を多変量解析により検討した結果、18₋23

か月時点及び 36₋47か月時点それぞれにおいて、正の関連を認めた。乳幼児期の RIWG

が幼児期の過体重・肥満に関連していることから、予防や早期発見のためには、1歳

6 か月健診より前の乳児期の段階で、定期的な身体計測や母親への早期の情報提供が

重要であると考えられる。三世代コホート調査に参加している児の分娩医療機関の診

療録、母子健康手帳、乳幼児健康診査、学校定期健康診断、調査票回答のデータを基

に、出生時から思春期までの体格と過体重との関連を検討した結果、乳幼児期に過体

重であった児は、学童期および思春期にも過体重である割合が高く、乳幼児期より以

前の早期の介入の重要性を明らかにした。 

東北医科薬科大学が主体となり実施している BOSHI 研究の参加者を対象に、母子保

健情報と学校健診情報のリンケージについての郵送調査を行った結果、健康情報のリ

ンケージの必要性の認識は、特に働いている女性で高かったが、児に疾患を有する場

合に同意確認の必要性を感じており、その利活用にあたっては丁寧な説明が必要であ

ると考えられた。 
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（２）現実的なインフラ整備に向けた調査 

本研究班の目的である母子保健情報と学校保健情報を含むライフコースデータお

よびコホート調査データの連係・活用を推進するためには、マイナンバーカードの利

活用の適用範囲拡大が不可欠であることと、東北大学東北メディカル・メガバンク計

画では、コホート調査参加者 12 万人に関して、様々なライフステージの情報収集を

多岐にわたるデータホルダーから実施していることを踏まえ、様々なライフステージ

の公的データを含む Personal Health Record（PHR）と東北大学東北メディカル・メ

ガバンク計画で実施されているコホート調査データを連係・活用可能な基盤として、

マイナンバーカードの公的個人認証機能を用いた「マイ ToMMo」を開発し、実際にコ

ホート調査において運用を開始した。マイ ToMMoは東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構が実施する健康調査の結果閲覧機能、調査票回答機能、妊婦健診・乳幼児健

診・学校健診・特定・職域健診結果の入力・閲覧機能、予防接種・副反応歴の入力・

閲覧機能、ウェアラブルデバイスとの連携機能等を有しており、2022 年度末時点で、

4385 人が利用登録を完了している。 

今後、マイナポータルとの連携を進め、より効率的な情報収集を目指すとともに、

E-Epidemiologyの基盤として、他の各種コホートとの連携を推進し、全ての国民が、

ライフステージに応じて健やかに生活できる社会を実現するための研究に貢献する

ことが期待される。                                     

 

研究分担者 

菅原 準一（東北大学大学院医学系研究科） 

目時 弘仁（東北医科薬科大学医学部） 

黒川 修行（宮城教育大学保健体育講座） 

小原 拓 （東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

 

研究協力者 

小林 雅幸 （東北大学医学部） 

長岡 勇大 （東北大学医学部） 

槌田 梨絵 （東北医科薬科大学医学部） 

高橋 一平 （東北大学大学院医学系研究科） 

松崎 芙実子（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼 ともみ（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

野田 あおい（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

 

村上 慶子 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

 

Ａ．研究目的 

本研究班においては、母子保健情報と学校健

診情報を含む胎児期から小児期までのあらゆる

パーソナルヘルスレコードの現実的な連係・利

活用のための基盤を構築することを目的に、開

始時期の異なる複数の既存出生コホートに基づ

く（１）母子保健情報と学校保健情報の連係・

活用による有効性の明確化に向けた解析と、（２）

現実的なインフラ整備に向けた調査を行ってき

た。その中で、母子保健情報と学校健診情報の

連係に基づく成果創出の更なる推進と、厚生労

働省及び文部科学省の各関連部署との情報共

有・意見交換を進め、実効性の高い情報連携シ

ステムの構築に向けた検討を行ってきたが、

2021 年度は新型コロナウイルス感染症の拡大
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により、一部活動が制限されたため、2022 年度

まで研究期間を延長の上、研究を推進した。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）母子保健情報と学校保健情報の連係・活

用による有効性の明確化に向けた解析 

１．三世代コホートにおける情報収集の推進 

a．三世代コホートにおける情報収集の推進 

三世代コホート調査においてこれまでに収集

した乳幼児健診情報、就学時健診情報・学校定

期健診情報を集計の上、各自治体母子保健関連

部署、教育委員会、小学校、中学校に還元した。

就学時健診情報、学校定期健診情報については、

対象者の就学時健診情報の提供を 36 市町村教

育委員会に依頼した。 

b. 日本の児の体重分布の検討 

厚生労働省で公表している「平成 12 年度乳幼

児 身 体 発 育 調 査 」

（https://www.mhlw.go.jp/houdou/0110/h1024

-4.html）から、就学前の児 10,021 人の体重デ

ータを用いて、WHOが定義する weight-for-age 

z-scoreの分布を算出した。対象を、性別、年齢

別に、3,10,50,90,97 パーセンタイル値の群に

それぞれわけ、横断的な分布を国際基準と比較

した。 

 

２．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析（乳幼児期の肥満における関連要因の

検討） 

三世代コホート調査に参加している児のうち、

18-23 か月時点での身長・体重の情報がある者

3,470 人、36-47か月時点での身長・体重のある

者3,212人をそれぞれ対象とした。RIWGを（１）

出生時および生後 5-6 か月時点での weight-

for-age z-score の差（連続値）、（２）weight-

for-age z-scoresが 0.67より大の増加、（３）

weight-for-age z-scoresが 1より大の増加、

の 3種類定義し、幼児期過体重・肥満（18-23 か

月・36-47 か月時点それぞれの weight-for-

length/height z-scoreが 2より大）との関連

を多変量回帰分析で検討した。なお、weight-

for-age z-scoreと weight-for-length/height 

z-score は、それぞれ WHO Child Growth 

Standardsに基づいて算出した。 

 

３．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析 

出生時の体格は、出生体重と在胎週数にも基

づき SGA（出生体重が10パーセンタイル未満）、

AGA（出生体重が 10 パーセンタイル以上かつ 90

パーセンタイル以下）、LGA（出生体重が 90 パー

センタイルより大きい）の 3群に分類した。出

生後の体格は、BMI・年齢・性別に基づいて補正

された SDに基づいて、やせ（-2SD 未満）、標準

体重(-2SD以上 1SD以下)、過体重（１SDより大

きい）の 3群に分類した。その上で、各年齢時

点の過体重と成長後の過体重との関連を検討す

るため、1歳半健診、3歳健診、6歳、11歳、14

歳時から任意の 2時点を選び、測定時の年齢が

早い時点を基点とした。基点となる時点におけ

る過体重と、成長後の過体重と関連解析のため、

ロジスティック回帰分析を行い、オッズ比（OR）

を算出した。OR の調整には児の性別、出産時の

母の年齢、妊娠判明時の母の BMI、妊娠判明時

の母の飲酒の有無、妊娠判明時の母の喫煙の有

無、母の出産歴を用いた。 

 

４．研究参加者の乳幼児･学校健診情報の収集と

解析（研究参加者における認識･希望調査） 

BOSHI 研究に基づく本研究課題計画について

は、2022 年度内の来院による追跡調査の再開を

予定していたが、コロナの感染状況の落ち着き

が遅くなったこと等を考慮し、リンケージにつ

いてのアンケート調査の分析を深めることとし

た。BOSHI 研究の参加者を対象に郵送で母子保

健情報と学校健診情報のリンケージについての

意識調査に関するお願いとアンケートを送付し、

BOSHI 研究の既存資料とリンケージして分析を

行った。 
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（２）現実的なインフラ整備に向けた調査 

５．母子保健情報と学校保健情報を含むライフ

コースデータおよびコホート調査データの

連係・活用推進のための基盤整備 ―マイ

ToMMoの開発とコホート調査への実装― 

2020 年度に個人認証基盤システムと健康調

査結果閲覧を可能とするアプリケーション「マ

イ ToMMo」を開発した。さらに 2021～22 年度

にはアンケート調査の回答、妊婦健診／乳幼児

健診／予防接種／学校健診／特定・職域健診の

入力・閲覧機能、ウェアラブルデバイス

（Fitbit）との連携機能等を追加し、一生涯の

記録を一つのアプリで管理できるようにした。 

宮城県内 7カ所（気仙沼、石巻、大崎、多賀

城、仙台/仙台子どもスクエア、岩沼、白石）

にある地域支援センターへ健康調査に来所した

参加者に対し、対面で説明の上、情報提供に関

する同意を取得し、参加者 1人 1人に付与した

番号（追加コホート番号）とマイナンバーカー

ドを用いて利用登録をしていただいている。ま

た、同意取得のための説明動画をアプリに実装

しており、2023 年 1月からは、郵送でも利用

のご案内を開始している。 

 

（倫理面への配慮） 

 三世代コホート調査は、東北大学東北メディ

カル・メガバンク機構倫理審査委員会、東北大

学医学部倫理審査委員会、および調査実施医療

機関における倫理審査委員会の承認のもと実施

されている。本研究班の実施に関しては、一部

宮城教育大学ヒトを対象とする研究に関する倫

理審査委員会の承認のもと実施されている。

BOSHI 研究における郵送調査は東北医科薬科大

学ならびにスズキ記念病院の倫理委員会の審査

の下に実施し、集計・分析段階においては匿名

化後の情報のみを扱った。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）母子保健情報と学校保健情報の連係・活

用による有効性の明確化に向けた解析 

１．三世代コホートにおける情報収集の推進 

a．三世代コホートにおける情報収集の推進 

宮城県内の全自治体母子保健関連部署および、

宮城県内の全教育委員会、および情報収集対象

となった小学校、中学校へ、乳幼児健診情報お

よび学校健診情報の集計結果を還元した。依頼

のあった自治体に対しては、本研究結果を含む

情報に基づいて住民への還元も行った。就学時

健診情報、学校定期健診情報については、2021

年度はそれぞれ 306 名分、280 名分を、2022 年

度はそれぞれ 324 名分、280 名分を収集した。 

b. 日本の児の体重分布の検討 

出生時体重の 50 パーセンタイルに相当する

weight-for-age z-scoreは、男女それぞれ-0.73、

-0.63 であり、男女共に国際基準と比較して小

さく、生後約 3 か月で国際基準とほぼ同等の体

格になっていた。生後 7か月以降、男女ともに

徐々に国際基準を下回っていた。 

 

２．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析（乳幼児期の肥満における関連要因の

検討） 

RIWG と幼児期の過体重・肥満との関連を検討

した結果、RIWG いずれの定義においても、18-

23か月時点及び 36-47か月時点それぞれにおい

て、正の関連を認めた（18-23 か月時点：（１）

オッズ比 4.53［95%信頼区間 3.21-6.38］、（２）

3.52[1.98-6.28]、（３）5.34[3.03-9.41]、36-

47 か月時点：（１）3.20[2.40-4.26]、（２）

3.83[2.20-6.67]、（３）4.48[2.64-7.58]）。 

 

３．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析 

1歳半健診、3歳健診、6歳、11歳時の過体重

がその後の過体重との関連を解析した結果、1

歳半健診時における過体重は 11 歳までの過体

重と調整後も有意に関連していた。3 歳時の過

体重は 14 歳までの過体重と関連したものの、

調整後には 11歳時と 14歳時の過体重との有意

な関連は認められなかった。6 歳時の過体重は
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14歳までの過体重と関連したものの、調整後に

は 14 歳時の過体重との有意な関連は認められ

なかった。11 歳時の過体重は 14 歳時の過体重

と調整後も有意な関連が認められた。 

 

４．研究参加者の乳幼児･学校健診情報の収集と

解析（研究参加者における認識･希望調査） 

母体合併症（妊娠高血圧症候群の病型）や早

産の有無と、母子保健情報と学校健診情報のリ

ンケージに対する意識との間では、明確な関連

は認められなかった。母親が勤務している場合、

母子保健情報と学校健診情報のリンケージにつ

いて、「学校が活用すること」を必要だと答えて

いる割合が有意に高かった。児が免疫系の疾患

を有している場合に「企業等の研究者が情報を

活用できるようにするたび同意確認」を必要と

考える割合が 77.3%と高く、喘息を有している

場合に「大学等の研究者が情報を活用できるよ

うにするたび同意確認」を必要と考える割合が

84.0%と高かった。アトピー性皮膚炎を有する児

を持つ親で、「国や自治体が情報を活用するたび

同意確認」を必要としている割合が 25.0%と逆

に低く、川崎病を有する児を持つ親で「国や自

治体が情報を活用するたび同意確認」を必要と

している割合が 20.0%と低かった。 

母体合併症や早産の有無、児の疾患の有無で

はどの時期からの情報がつながっていると良い

と考えるかについては有意な群間差を認めなか

った。一方、母親が勤務している場合において、

有意な群間差を認め、より早い時期から情報が

つながっていると良いと考えている割合が高か

った。 

 

（２）現実的なインフラ整備に向けた調査 

５．母子保健情報と学校保健情報を含むライフ

コースデータおよびコホート調査データの

連係・活用推進のための基盤整備 ―マイ

ToMMoの開発とコホート調査への実装― 

様々なライフステージの公的データを含む

Personal Health Record（PHR）と東北大学東北

メディカル・メガバンク計画で実施されている

コホート調査データを連係・活用可能な基盤と

して、マイナンバーカードの公的個人認証機能

を用いた「マイ ToMMo」を開発し、実際にコホー

ト調査において運用を開始した。マイ ToMMoは

東北大学東北メディカル・メガバンク機構が実

施する健康調査の結果閲覧機能、調査票回答機

能、妊婦健診・乳幼児健診・学校健診・特定・

職域健診結果の入力・閲覧機能、予防接種・副

反応歴の入力・閲覧機能、ウェアラブルデバイ

ス（Fitbit）との連携機能等を有しており、2022

年度末時点で、4385 人が利用登録を完了してい

る。 

 

Ｄ．考察 

（１）母子保健情報と学校保健情報の連係・活

用による有効性の明確化に向けた解析 

１．三世代コホートにおける情報収集の推進 

a．三世代コホートにおける情報収集の推進 

2021 年度も 2022 年度も就学時健診情報、学

校定期健診情報を収集することができた。特に

提供いただいた情報の着実な還元から、一部の

自治体では課題を共有いただき、詳細な分析や

講話による情報提供をさせていただいた。 

b. 日本の児の体重分布の検討 

公開されている平成 12 年度乳幼児身体発育

調査のデータを用いた日本の児の体格分布の検

討では、出生時は国際標準より小さい体重で生

まれ、生後 3-7か月で国際標準とほぼ同等か、

基準を上回る体重となり、その後は基準を下回

る傾向にあった。しかしながら、97パーセンタ

イル値以上の群は国際基準の 90 パーセンタイ

ル値以上に位置しており、成人期への肥満、過

体重の移行のリスクがあることに変わりはない。

過体重のリスクをライフステージの早い段階か

ら特定することが必要である。 

 

２．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析（乳幼児期の肥満における関連要因の

検討） 
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これまでに、日本人の児に対しては平成 12 

年度・昭和 55 年度の乳幼児身体発育調査を基

にした RIWG と過体重・肥満との関連が認められ

ており（Akaboshi I et al. Acta Paediatr. 

2008、Fujita Y et al. J Epidemiol. 2013、

Nanri H et al. Child Care Health Dev. 2016）、

国際的な基準を基にした本研究の結果はこれら

の先行研究と一致している。乳児期の RIWG が幼

児期の過体重・肥満に関連していることから、

予防や早期発見のためには、1 歳 6 か月健診よ

り前の乳児期の段階で、定期的な身体計測や母

親への早期の情報提供が重要であると考えられ

る。 

 

３．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析 

本研究の結果、出生時の体格が SGAの場合は

11 歳以降に過体重の割合が高くなる傾向が見

られた。SGA で生まれその後急速に体重増加し

た児は肥満が継続するリスクが高いことが報告

されており（Wu et al. Front Pediatr. 2021）、

特に SGAで生まれた児に対して適切な介入が必

要であると考えられる。また、3 歳時の体格が

過体重であると、その後、6歳から 14歳まで一

定の割合で過体重を維持しており顕著なトラッ

キングが見られた。従来から指摘されていた学

童期の過体重と思春期の過体重との関連に加え

て、乳幼児期の過体重と学童期および思春期の

過体重が関連していたことが示唆された。以上

のことから、乳幼児期の過体重は思春期までト

ラッキングし、特に 3歳健診時における過体重

はその後も継続される可能性が高いため、3 歳

健診時より以前に介入する必要性が高いことが

示唆された。 

 

４．研究参加者の乳幼児･学校健診情報の収集と

解析（研究参加者における認識･希望調査） 

母子保健情報と学校健診情報のリンケージに

ついて、国や自治体、学校が活用すること、情

報を準備しておくこと、時系列につながった情

報にしておくことに関しては、返答者が必要と

感じている割合は 74%以上と高く、現在勤務中

の母親は学校が活用することを必要と考えてい

る割合が 87.4%と高かった。さらに、「どの時期

からの情報がつながっていると良いか」という

質問に関しても、母親の勤務の有無で有意な群

間差を認め、勤務している母親がより早期から

のリンケージを求めていることが明らかとなっ

た。近年では、育児世代の女性が勤労している

割合が高くなり、いわゆる M字カーブが見られ

なくなってきていることが知られている。本件

解析結果から、疾病との関連という観点よりは

むしろ、勤労女性の育児支援という意味からの

乳幼児・学校健診情報のリンケージが重要な可

能性が示唆された。なお、本意識調査に返答し

た妊婦の特性として、喫煙率が低いなど、より

健康意識の高い対象者が調査に応えたと考えら

れ、外的妥当性を考える際には参考とする必要

がある。 

 

（２）現実的なインフラ整備に向けた調査 

５．母子保健情報と学校保健情報を含むライフ

コースデータおよびコホート調査データの

連係・活用推進のための基盤整備 ―マイ

ToMMoの開発とコホート調査への実装― 

「経済財政運営と改革の基本方針 2020（令和

2 年 7 月 17日閣議決定）」等において、個人の

健康状態等を個人が把握し、日常生活改善や健

康増進につなげるための仕組みである PHR の推

進の必要性が指摘されている。また、2021 年 4

月に、総務省、厚生労働省、および経済産業省

の 3省から公表された「民間 PHR事業者による

健診等情報の取り扱いに関する基本的指針」で

は、要配慮個人情報である健診等情報を取り扱

う事業者に対する法規制の順守事項とともに、

API 利用申請に基づく審査の上、マイナポータ

ルの利活用に関する手順が明記され、今後の、

母子保健情報・学校保健情報の利活用推進には、

マイナポータルへの API 連携は不可欠である。  

東北大学東北メディカル・メガバンク機構に
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おいては、2021 年度からの事業計画において、

コホート調査独自に収集した情報に加えて、公

的データ等を含むライフコースデータの収集を

推進し、それらを電子的に収集・管理・活用す

る E-Epidemiology の基盤構築を目標としてお

り、今回開発・実装した「マイ ToMMo」において

も、昨今の開発・普及が著しいウェアラブルデ

バイス等の既存アプリの連携推進に加え、マイ

ナポータル連携機能の開発を行う必要がある。 

 

Ｅ．結論 

これまでの関係各所との連携体制により、

2021 年度も 2022 年度も就学時健診情報及び学

校定期健診情報を収集することができた。情報

収集・結果の還元を通した、自治体・教育委員

会・教育機関とのより密接な連携が重要である。 

複数の出生コホート調査からは、１．国際的

な基準を用いて評価した出生から、生後 5-6 か

月までの weight-for-age z-scoreの変化は、

日本の児の幼児期過体重・肥満の予測因子とな

る可能性、２，乳幼児期の過体重が学童期・思

春期の過体重と関連している可能性、３．健康

情報のリンケージの必要性の認識は、特に働い

ている女性で高かったが、児に疾患を有する場

合に同意確認の必要性を感じており、その利活

用に当たっては丁寧な説明が必要であること、

など継続的に関係各所に還元するとともに、国

民に向けて公表していく意義のある結果を得る

ことができた。 

また、本研究班の活動をきっかけの一つに、

全ての国民が、ライフステージに応じて健やか

に生活できる社会を実現するための研究に貢献

することが期待される PHR のリンケージ・活用

基盤の開発・社会実装の推進につながった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

① Weight-for-age z-scores of Japanese 

children using the World Health 

Organization Child Growth Standards. 

Masayuki Kobayashi, Mami Ishikuro, 

Taku Obara, Shinichi Kuriyama. Acta 

Paediatrica, 2023;112(4):776-778. 

② Association between being 

Overweight in Young Childhood and 

during School Age and Puberty. Genki 

Shinoda, Yudai Nagaoka, Fumihiko 

Ueno, Naoyuki Kurokawa, Ippei 

Takahashi, Tomomi Onuma, Aoi Noda, 

Keiko Murakami, Mami Ishikuro, Taku 

Obara, Hirohito Metoki, Junichi 

Sugawara, Shinichi Kuriyama. Children 

(Basel), 2023;10(5):909. 

２．学会発表 

① 小林雅幸、石黒真美、野田あおい、大沼と

もみ、松崎芙実子、上野史彦、村上慶子、

小原拓、栗山進一．乳児期の体重変化と幼

児期過体重・肥満との関連：東北メディカ

ル・メガバンク計画三世代コホート調査．

第 32 回日本疫学会学術総会．浦安．2022 年

1月 26-28 日． 

② 小原拓、石黒真美、村上慶子、上野史彦、

野田あおい、大沼ともみ、松崎芙実子、中

谷直樹、寳澤篤、菅原準一、栗山進一． 東

北メディカル・メガバンク計画三世代コホ

ート調査：概要と進捗. 第 9回 日本 DOHaD

学会学術集会／仙台/2022 年 10月 7日 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 特になし 

２．実用新案登録 

 特になし
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究年度報告書 

 

三世代コホートにおける情報収集の推進 

 

研究分担者  栗山 進一 東北大学災害科学国際研究所 

  災害公衆衛生学分野・教授 

 小原 拓 東北大学東北メディカル･メガバンク機構 

  予防医学・疫学部門・准教授 

 

研究要旨 

本研究班の目的の一つである母子保健情報と学校保健情報の連係・利活用のメリッ

トの明確化のために、2021 年度・2022 年度共に、東北メディカル・メガバンク計画

三世代コホート調査対象者の学校保健情報の収集を推進した。就学時健診情報、学校

定期健診情報については、2021 年度はそれぞれ 306 名分、225 名分を、2022 年度はそ

れぞれ 324 名分、280 名分を収集することができた。2021 年度は、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、情報の提供依頼や結果の還元等に関して実務者と十分に情報

共有することが困難であった。2022 年度はより密接な連携を図り、さらなる情報収

集・結果の還元に努めた。 

また、これまでに本研究班では、乳幼児期に過体重であった小児において学童期で

も過体重である割合が高いことを明らかにしている。本結果をもとに、さらなる研究

を進めるため、日本人における出生時から学童期までの体格の分布と国際基準とを比

較して、本研究班の成果を関係各所へ還元する際に必要な基礎資料を作成した。 

 
研究協力者 

松崎 芙実子（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼 ともみ（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

野田 あおい（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

村上 慶子 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

小林 雅幸 （東北大学医学部） 

 

Ａ．研究目的 

東北メディカル・メガバンク計画三世代コホ

ート調査は、胎児期から出生後長期に渡り本人

と家族の健康関連情報を収集しており、本研究

班で取り組んでいる母子保健情報と学校保健情

報の連係・利活用のメリットの明確化における

研究基盤である。三世代コホート調査では、

2013-2017年にかけて児 23,143 人、同胞 9,459

人を含む三世代家族及び親族 73,529 人に参加

いただいた。参加時は妊婦健診や分娩等の周産

期カルテ情報を収集し、その後は現在までに調

査票調査を実施しているほか、乳幼児健診情報、

就学時健診情報、学校定期健診情報、小児慢性
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特定疾病・難病・がん登録等の情報を収集して

いる。これまでに文部科学省等と連携の上、宮

城県内の全自治体、教育委員会から情報をいた

だいており、2021 年度・2022 年度も各種情報収

集を推進する。乳幼児健診情報の収集は昨年度

までに完了しているため、2021 年度以降は就学

時健診情報、学校定期健診情報の収集を推進す

る。また、自治体、教育委員会、学校には、2020

年度までの乳幼児健診情報、就学時健診情報、

学校定期健診情報の集計結果を還元するととも

に、2021 年度以降も連携体制の維持を図る。 

また、これまでに本研究班では、乳幼児期に

過体重であった小児において学童期でも過体重

である割合が高いことを明らかとしている。本

結果をもとに、さらなる研究を進めており、研

究結果の解釈や関係各所へ還元する際の基礎資

料とするため、国際基準に基づく日本人の出生

時から学童期までの体格の分布を調査する。 

 

Ｂ．研究方法 

a．三世代コホートにおける情報収集の推進 

三世代コホート調査において 2020 年度まで

に収集した乳幼児健診情報、及び、2021 年度に

収集した就学時健診情報・学校定期健診情報を

集計の上、各自治体母子保健関連部署、教育委

員会、小学校、中学校に還元するとともに、継

続的な連携を依頼した。 

就学時健診情報、学校定期健診情報について

は、2021 年度・2022 年度に中学 3年生になった

対象者の学校定期健診情報、及び、小学 5年生

になった対象者の就学時健診情報の提供を 36

市町村教育委員会に依頼した。2021 年度以降も

新型コロナウイルス感染症の蔓延が続いていた

ため、県教育委員会と連携して、各市町村教育

委員会・学校に電話と郵送にて情報の提供を依

頼した。 

b. 日本の児の体重分布の検討 

厚生労働省が公表している「平成 12 年度乳

幼児身体発育調査」

（https://www.mhlw.go.jp/houdou/0110/h1024

-4.html）から、就学前の児 10,021 人の体重デ

ータを用いて、WHOが定義する weight-for-age 

z-scoreの分布を算出した。対象を、性別、年

齢別に、3,10,50,90,97 パーセンタイル値の群

にそれぞれわけ、横断的な分布を国際基準と比

較した。 

 

（倫理面への配慮） 

 三世代コホート調査は、東北大学東北メディ

カル・メガバンク機構倫理審査委員会、東北大

学医学部倫理審査委員会、および調査実施医療

機関における倫理審査委員会の承認のもと実施

されている。 

 

Ｃ．研究結果 

a．三世代コホートにおける情報収集の推進 

宮城県内の全自治体母子保健関連部署 35 か

所に、自治体ごとの乳幼児健診情報の集計結果

を還元した。また、2020 年度・2021 年度までに

収集した宮城県内の就学時健診情報・学校定期

健診情報の結果も還元した。教育委員会、小学

校、中学校へは、就学時健診情報、学校定期健

診情報の提供を依頼する際に、連係可能な乳幼

児健診の情報を含む就学時健診情報、学校定期

健診情報の集計結果を還元した。七ヶ浜町から

は、詳細な情報提供と小学生への講話の依頼が

あり、実務者や地域に成果を還元し、連携体制

を強化することができた。また、2019 年度から

継続している石巻市の子育て支援センターにお

ける講話活動を2021年度・2022年度も継続し、

住民の方々にも本研究班の結果に基づく情報提

供ができた。就学時健診情報、学校定期健診情

報については、2021 年度はそれぞれ 306 名分、

280 名分を、2022 年度はそれぞれ 324 名分、280

名分を収集することができた。 

b. 日本の児の体重分布の検討 

出生時体重の 50 パーセンタイルに相当する

weight-for-age z-scoreは、男女それぞれ-0.73、

-0.63 であり、男女共に国際基準と比較して小

さかった（図）。その後、生後約 3 か月で国際基
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準とほぼ同等の体格になり、男児では生後約 7

か月まで一定に推移していた。また、女児では、

生後約 3 か月以降、50パーセンタイル値未満の

分布が、国際基準を超えていた。生後 7か月以

降、男女ともに徐々に国際基準を下回っていた。

生後 2 歳以降、日本の 97 パーセンタイル値以

上の群では、国際基準の 90 パーセンタイル値

に相当していた。 

 

Ｄ．考察 

2021 年度も 2022 年度も就学時健診情報、学

校定期健診情報を収集することができたが、就

学時健診や学校定期健診は、新型コロナウイル

ス感染症の蔓延に伴い、学校での測定時期に影

響があった。また、現場でも感染防止への対応

で多忙を極める中、情報を提供いただけたのは、

これまで培ってきた文部科学省、自治体、教育

委員会、小学校、中学校との連携体制によるも

のであると考察する。特に提供いただいた情報

の着実な還元から、一部の自治体では課題を共

有いただき、詳細な分析や講話による情報提供

をさせていただいたことで、さらなる協力関係

を構築することができたと考えられる。しかし

ながら、新型コロナウイルス感染症拡大防止対

策の実施の対応や移動制限等により、実務者と

十分に情報を共有することが困難であった。 

公開されている平成 12 年度乳幼児身体発育

調査のデータを用いた日本の児の体格分布の検

討では、出生時は国際標準より小さい体重で生

まれ、生後 3-7か月で国際標準とほぼ同等か、

基準を上回る体重となり、その後は基準を下回

る傾向にあった。しかしながら、97 パーセンタ

イル値以上の群は国際基準の 90 パーセンタイ

ル値以上に位置しており、成人期への肥満、過

体重の移行のリスクがあることに変わりはない。

本結果は横断的な検討であるが、本研究班の縦

断データから得られた結果では、乳幼児期に過

体重であった小児では学童期においても過体重

である割合が高いことから、過体重のリスクを

ライフステージの早い段階から特定することが

必要である。平成 12 年度乳幼児身体発育調査

に基づく日本人の体格の分布では、乳児期に急

激な体重増加を経験している子どもは国際基準

に基づく評価の場合に本邦の基準を用いた既知

の割合よりも多い可能性が懸念された。乳児期

の急激な体重増加は、将来の肥満の原因の一つ

である可能性が示唆されている。今後は、指標

とする基準の日本人への適用の妥当性を検討し

つつ、日本人における乳児期の急激な体重増加

が将来の健康に与える影響を明らかにする必要

があると考える。 

 

Ｅ．結論  

これまでの関係各所との連携体制により、

2021 年度も 2022 年度も就学時健診情報及び学

校定期健診情報を収集することができた。今後

はより密接な連携を図り、さらなる情報収集・

結果の還元に努める。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

① Weight-for-age z-scores of Japanese 

children using the World Health 

Organization Child Growth Standards. 

Masayuki Kobayashi, Mami Ishikuro, 

Taku Obara, Shinichi Kuriyama. Acta 

Paediatrica, 2023;112(4):776-778.  

doi: 10.1111/apa.16662.  Epub 2023 

Jan 17. 

２．学会発表 

 特になし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 特になし 

２．実用新案登録 

 特になし 
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図１．ＷＨＯに基づく日本の児の weight-for-age z-score 
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究報告書 

 

学童期の疾患の発症と予後に関する検討・解析 

（幼児期の肥満における関連要因の検討） 

 

研究分担者 菅原 準一 東北大学大学院医学系研究科 

  東北メディカル･メガバンク機構 

  母児医科学分野・教授 

 

研究要旨 

本研究班では、昨年度の研究において、乳幼児期に過体重であった児は、学童期お

よび思春期にも過体重である割合が高い傾向が認められたことを報告している。した

がって、小児の肥満を早期に予測し、予防することが重要である。小児肥満の予測因

子として、「乳児期における急激な体重増加」 (RIWG) が知られている。本研究では、

三世代コホート調査のデータを基に、RIWG と幼児期過体重・肥満との関連を多変量解

析により検討した。児の過体重・肥満は、18-23 か月時点、36-47 か月時点それぞれ

において、1.6%、1.9%であった。RIWG と幼児期の過体重・肥満との関連を検討した結

果、18-23 か月時点及び 36-47 か月時点それぞれにおいて、正の関連を認めた。乳児

期の RIWG が幼児期の過体重・肥満に関連していることから、予防や早期発見のため

には、1 歳 6 か月健診より前の乳児期の段階で、定期的な身体計測や母親への早期の

情報提供が重要であると考えられる。                                     

 

研究協力者 

松崎 芙実子（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼 ともみ（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

野田 あおい（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

村上 慶子 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

小林 雅幸 （東北大学医学部） 

 

 

Ａ．研究目的 

小児期・思春期の肥満は、成人期の肥満へと

移行しやすく（Singh AS et al. Obes Rev. 

2008）、将来の生活習慣病のリスクが高まる（Al-

Goblan AS et al. Diabetes Metab Syndr Obes. 

2014、Piché ME et al. Circ Res. 2020）。ま

た、小児肥満は、成人期のみならず、小児期に

おいても高血圧、2 型糖尿病などのリスクを高

めることが知られている（Wühl E. Acta 

Paediatr. 2019、Pulgaron ER, Delamater AM. 

Curr Diab Rep. 2014）。本研究班では、昨年度

の研究において、乳幼児期に過体重であった児

は、学童期および思春期にも過体重である割合

が高い傾向が認められたことを報告している。

したがって、小児の肥満を早期に予測し、予防
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することが重要である。 

小児肥満の予測因子として、「乳児期における

急激な体重増加」 (rapid infant weight gain: 

RIWG) が知られている。日本においては、国際

的な基準を用いて RIWG と小児肥満との関連を

検討した研究はない。RIWG は、出生後 2 年間の

うち、2時点での weight-for-age z-scores が

0.67 より大の増加と定義されている。より精緻

な検討を進めるためには、曝露～アウトカム測

定までの比較的長期の縦断情報に加えて、出生

時の体格に影響を与える出生前の情報も重要で

ある。本研究班において、東北メディカル・メ

ガバンク計画三世代コホート調査の母子健康手

帳、乳幼児健診情報の収集が促進され、既存の

カルテ情報や調査票情報と組み合わせることに

よって、周産期～乳幼児期までの連続的な情報

を基に、RIWG と幼児期過体重・肥満との関連を

検討することが可能となった。そこで本研究で

は、三世代コホート調査のデータを基に、国際

的な基準を用いて、RIWG と幼児期過体重・肥満

との関連を検討する。今回は、介入ポイントと

なり得る乳幼児健診の年齢に合わせ、アウトカ

ム測定時年齢を幼児期である 18-23 か月時点、

36-47 か月時点として検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

三世代コホート調査に参加している児のうち、

同意撤回、多胎児、出生時体重情報及び 5-6 か

月時の体重情報欠損者を除外した。そのうち、

18-23 か月時点での身長・体重の情報がある者

3,470 人、36-47 か月時点での身長・体重のある

者 3,212 人をそれぞれ対象とした。RIWG は、

（１）出生時および生後 5-6 か月時点での 

weight-for-age z-score の差（連続値）、（２）

weight-for-age z-scoresが 0.67より大の増加

（３）weight-for-age z-scores が 1 より大の

増加とした。幼児期過体重・肥満は、18-23 か

月・36-47 か月時点それぞれの weight-for-

length/height z-score が 2 より大とした。曝

露の weight-for-age z-score 及びアウトカム

の weight-for-length/height z-score は、それ

ぞれ WHO Child Growth Standards に基づいて

算出した。統計解析には多変量ロジスティック

回帰分析を用いた。共変量は、母親の出産時年

齢、妊娠前 body mass index（BMI）、母親の教

育歴、分娩様式、児の出生時体重、生後 1 か月

時点での完全母乳育児有無とした。また、欠損

値は多重代入法で補完した。 

 

（倫理面への配慮） 

三世代コホート調査は、東北大学東北メディ

カル・メガバンク機構倫理審査委員会、東北大

学医学部倫理審査委員会、および調査実施医療

機関における倫理審査委員会の承認のもと実施

されている。 

 

Ｃ．研究結果 

児の過体重・肥満は、18-23 か月時点、36-47

か月時点それぞれにおいて、55 人（1.6%）、61

人（1.9%）であった。 

 

1．18-23 か月時点での児の過体重・肥満 

（１）出生時および生後 5-6 か月時点での 

weight-for-age z-score の差（連続値）のオッ

ズ比[95%信頼区間]は、4.53[3.21-6.38]であっ

た。 

（２）weight-for-age z-scores が 0.67 より

大の増加を RIWG とした場合のオッズ比[95%信

頼区間]は、3.52[1.98-6.28]であった。 

（３）weight-for-age z-scores が 1 より大

の増加を RIWG とした場合のオッズ比[95%信頼

区間]は、5.34[3.03-9.41]であった。 

 

2．36-47 か月時点での児の過体重・肥満 

（１）出生時および生後 5-6 か月時点での 

weight-for-age z-score の差（連続値）のオッ

ズ比[95%信頼区間]は、3.20[2.40-4.26]であっ

た。 

（２）weight-for-age z-scores が 0.67 より

大の増加を RIWG とした場合のオッズ比[95%信
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頼区間]は、3.83[2.20-6.67]であった。 

（３）weight-for-age z-scores が 1 より大

の増加を RIWG とした場合のオッズ比[95%信頼

区間]は、4.48[2.64-7.58]であった。 

 

Ｄ．考察 

WHO Child Growth Standards を用いて日本人

の児の体格を評価し、RIWG と幼児期の過体重・

肥満との関連を検討した結果、18-23 か月時点

及び 36-47 か月時点それぞれにおいて、正の関

連を認めた。特に、RIWG が 1 より大の増加を経

験した群では、それ以外の群と比較して、点推

定値が 5.34、4.48 と大きい結果となった。 

これまでに、日本人の児に対しては平成 12 

年度・昭和 55 年度の乳幼児身体発育調査を基

にした RIWG と過体重・肥満との関連が認められ

ており（Akaboshi I et al. Acta Paediatr. 

2008、Fujita Y et al. J Epidemiol. 2013、

Nanri H et al. Child Care Health Dev. 2016）、

国際的な基準を基にした本研究の結果はこれら

の先行研究と一致している。乳児期の RIWG が幼

児期の過体重・肥満に関連していることから、

予防や早期発見のためには、1 歳 6 か月健診よ

り前の乳児期の段階で、定期的な身体計測や母

親への早期の情報提供が重要であると考えられ

る。 

また、共変量として用いたもののうち、母親

の妊娠前 BMI と児の出生時体重は、18-23 か月

時点及び 36-47 か月時点のいずれにおいても過

体重・肥満との関連を認めた。これらは先行研

究のメタ解析においても関連が認められている

（Zheng M et al. Obes Rev. 2018）。周産期の

情報は、小児の体格を縦断的に解析するうえで

交絡となり得る。したがって、小児の過体重・

肥満の予測には、周産期の情報が必須と言える。

さらに、小児期の肥満が成人期の肥満や生活習

慣病のリスクを高めることからも、周産期～乳

幼児期の連続的な情報は、健康管理に重要であ

ると考えられる。今後は、アウトカム測定時期

を学童期まで延長し、引き続き RIWG の影響を検

討していく。 

 

Ｅ．結論  

国際的な基準を用いて評価した出生から生後 

5-6 か月までの weight-for-age z-score の変

化は、日本の児の幼児期過体重・肥満の予測因

子となる可能性が示唆された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

特になし 

２．学会発表 

① 小林雅幸，石黒真美，野田あおい，大沼と

もみ，松崎芙実子，上野史彦，村上慶子，

小原拓，栗山進一．乳児期の体重変化と幼

児期過体重・肥満との関連：東北メディカ

ル・メガバンク計画三世代コホート調査．

第 32回日本疫学会学術総会．浦安．2022 年

1 月 26-28日． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 特になし 

２．実用新案登録 

 特になし 

３．その他 

 特になし 
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究報告書 

 

学童期の疾患の発症と予後に関する検討・解析 

 

研究分担者 黒川修行 宮城教育大学教育学部・准教授 

 

研究要旨 

三世代コホート調査の参加者の学校定期健康診断、母子健康手帳、乳幼児健康診査

のデータを連係し、出生時、1 歳半健診、3 歳健診、6 歳（小学 1 年生）、11 歳（小学 6

年生）および 14 歳（中学 3 年生）時までの時間的な間隔を変えながら網羅的に体格と

過体重の関連を検討した。乳幼児期に過体重であった児は、学童期および思春期にも

過体重である割合が高く、特に 3 歳健診時の過体重はその後も一定の割合を維持して

いた。乳幼児期より以前の早期の介入は児の思春期を含む将来の肥満の予防につなが

ると考えられた。 

研究協力者 

松崎 芙実子（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼 ともみ（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

野田 あおい（東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

村上 慶子 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美 （東北大学東北メディカル・メガ

バンク機構予防医学・疫学部門） 

髙橋 一平 （東北大学大学院医学系研究科） 

長岡 勇大 （東北大学医学部） 

 

Ａ．研究目的 

成人期の肥満が、循環器疾患をはじめとする

様々な疾患のリスク因子であることは明らかに

されている。また、思春期の肥満が成人期の肥

満のリスク因子であることや（Wang L, et al. 

J Adolesc Health, 2008）、学童期初期の肥満

はトラッキング現象により高率にその後の肥満

につながることが報告されている（小宮 他,体

育学研究, 2018）。しかしながら、乳幼児期の肥

満と学童期以降の肥満との関連に関しては十分

に検討されていない。その原因の一つに、乳幼

児期の健康情報と学童期の健康情報との連係に

よる検討が十分行われてこなかった背景がある。

幼児期の肥満が学齢期以降も継続しているとい

うエビデンスが得られれば、肥満の予防にはよ

り早期の介入が重要であると考えられる。 

本邦において、出生時から思春期までの時間的

な間隔を変えながら網羅的に、ある時点とその

後の体格や過体重の関連を解析し、過体重のト

ラッキングについて検討した研究は知る限り存

在しない。本研究では出生時から思春期までの

体格について、任意の 2時点間をとり、基点と

なる時点における体格とその後の過体重との関

連について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

三世代コホート調査に参加し、学校健診情報

の提供に同意が得られている児に関して、各自
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治体の教育委員会と通学先の学校と協議の上、

2018 年から学校健診情報を収集してきた。また、

各自治体の母子保健関連部署から収集した乳幼

児健診情報と、保護者から収集した母子健康手

帳情報を学校健診情報と連係し、身長、体重、

測定日等を抽出した。三世代コホート調査に対

して同意撤回した児は本解析から除外し、身長・

体重のいずれかが欠損している測定データは過

体重を評価するための指数である body mass 

index（BMI）の計算ができないため本解析から

除外した。 

出生時の体格は、出生体重と在胎週数にも基

づき Small for gestational age（SGA：出生体

重が 10パーセンタイル未満）、Appropriate for 

gestational age（AGA :出生体重が 10パーセ

ンタイル以上かつ 90 パーセンタイル以下）、

Large for gestational age（LGA：出生体重が

90パーセンタイルより大きい）の３つの体格に

分類した（板橋他, 日本小児科学会雑誌,2010）。 

出生後の体格は、BMI と年齢および性別に基

づいて補正された標準偏差（SD）を算出し（Kato 

N et al. Clin Pediatr Endocrinol, 2011）、

やせ（-2SD 未満）、標準体重(-2SD 以上 1SD 以

下)、過体重（１SD より大きい）の 3 つに分類

した。なお、以降の解析では一度でもやせに分

類された児は解析から除外した。 

 

１）出生時の基礎特性における男女間の比較 

出生時の児の身長、体重、体格および出生時

の母親の基礎特性（出産時の母の年齢、妊娠判

明時の母の BMI、妊娠判明時の母の飲酒、妊娠

判明時の母の喫煙歴、母の出産歴）を男女間で

比較した。児の身長と体重、在胎週数および妊

娠判明時の母親の BMIについてはウィルコクソ

ンの順位和検定を用い、その他の特性について

はカイ二乗検定あるいはフィッシャーの正確確

率検定を用いて解析を行った。 

 

２）出生時の体格とその後の過体重の割合 

出生時の児の体格別に、1 歳半健診、3 歳健

診、6歳、11 歳、14 歳時の過体重の割合を算出

し、出生時の体格別に成長後の過体重の割合を

比較した。割合の比較にはフィッシャーの正確

確率検定を用いた。 

 

３）出生後各時点における体格とその後の過体

重の割合 

1 歳半健診、3 歳健診、6 歳、11 歳、14 歳時

から任意の 2時点を選び、測定時の年齢が早い

時点を基点とした。基点となる時点における体

格別に、成長後の過体重の割合を算出し、基点

となる時点における体格別に過体重の割合を比

較した。割合の比較にはフィッシャーの正確確

率検定を用いた。 

 

４）各年齢時点の過体重と成長後の過体重との

関連 

1 歳半健診、3 歳健診、6 歳、11 歳、14 歳時

から任意の 2時点を選び、測定時の年齢が早い

時点を基点とした。基点となる時点における過

体重と、成長後の過体重と関連解析のため、ロ

ジスティック回帰分析を行い、オッズ比（OR）

を算出した。ORの調整には児の性別、出産時の

母の年齢、妊娠判明時の母の BMI、妊娠判明時

の母の飲酒の有無、妊娠判明時の母の喫煙の有

無、母の出産歴を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

三世代コホート調査は、東北大学東北メディ

カル・メガバンク機構倫理審査委員会、東北大

学医学部倫理審査委員会、および調査実施医療

機関における倫理審査委員会の承認のもと実施

されている。本研究班の実施に関しては、一部

宮城教育大学ヒトを対象とする研究に関する倫

理審査委員会の承認のもと実施されている。 

 

Ｃ．研究結果 

母子健康手帳情報、乳幼児健診情報、学校健

診情報が収集され、全ての情報を連係可能な児

は 272 人（男子 141 人、女子 131 人）であった。
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同意撤回、身長・体重データの欠損、一度でも

やせとなった児を除いたところ、本解析対象者

は 248 人（男子 119人、女子 129人）であった。 

 

１）男女間の出生時の基礎特性の比較 

出生体重の全体平均値は 3,111g であり、男子

で 3,142ｇ、女子で 3,081g と男子の出生体重は

女子と比べて重かったが、男女間で統計学的に

有意な差ではなかった（表１）。また、女子に比

し、男子で平均身長が高く、平均在胎週数も長

かったものの、これらの特性についても、男女

間で統計学的な有意な差は認められなかった。 

出生時の体格についてみると、全体では LGA

が 16％、AGA が 81％、SGA が 3.5％であり、男

女間で比較したところ出生時の体格の分布に有

意な偏りはなかった。 

そのほか、妊娠判明時の母親の平均年齢は 25

歳、BMIの平均値は 20.7kg/m2、飲酒率は 7.5％、

喫煙率は 7.9％、初産であった割合は 80.0％で

あった。これらの特性についても男女間で統計

学的に有意な差や偏りは認められなかった。 

 

２）出生時の体格とその後過体重となった割合 

出生時に SGA、AGA または LGA だった児のう

ち、1 歳半健診、3 歳健診、6 歳、11 歳、14 歳

の時に過体重だった人の割合を示した（図 1）。 

出生時の体格が AGA の場合、いずれの時点で

も、過体重の割合は 10～20％であった。一方、

出生時の体格が SGA の場合、1歳半健診、3歳健

診、6歳時に過体重である割合は 25％以下であ

ったが、11 歳、14 歳時に過体重である割合は

30％以上であった。また、出生時の体格が LGA

の場合、1歳半健診、3歳健診時に過体重である

割合は 30％以上であったが、6歳、11 歳、14 歳

時に過体重である割合は 25％以下であった。 

出生時の体格別に 1歳半時の過体重の割合を

比較したところ、統計学的に有意な偏りはみら

れなかった。ほかの時点でも同様に、出生時の

体格別に過体重の割合を比較したが、統計学的

な有意な偏りは認められなかった。 

 

３）出生後各時点における体格とその後の過体

重の割合 

２）と同様に、1歳半健診、3歳健診、6歳時、

11 歳時および 14 歳時のそれぞれの時点におけ

る体格別に、その後の過体重の割合を図示して

いる（図 3） 

1 歳半健診時の体格が過体重の場合、標準体

重の場合に比べ、3 歳健診、6 歳、11 歳時にも

過体重である割合が有意に高かった。3 歳健診

時の体格が過体重の場合は標準体重の場合に比

べ、6歳、11 歳、14 歳時にも過体重である割合

が有意に高かった。6 歳時の体格が過体重の場

合は、標準体重の場合に比べ、11 歳、14 歳時に

も過体重である割合が有意に高かった。11 歳時

の体格が過体重の場合は標準体重の場合に比べ、

14 歳時に過体重である割合が有意に高かった。 

 

４）各年齢時点の過体重と成長後の過体重との

関連 

1 歳半健診、3歳健診、6歳、11 歳時の過体重

がその後の過体重との関連を解析した（表 2）。 

1歳半健診時における過体重は11歳までの過

体重と調整後も有意に関連した。3 歳時の過体

重は 14 歳までの過体重と関連したものの、調

整後には 11 歳時と 14 歳時の過体重との有意な

関連はなかった。6歳時の過体重は 14 歳までの

過体重と関連したものの、調整後には 14 歳時

の過体重との有意な関連はなかった。11 歳時の

過体重は 14 歳時の過体重と調整後も有意な関

連があった。 

 

Ｄ．考察 

本研究の結果、従来から指摘されていた学童

期の過体重と思春期の過体重との関連に加えて、

乳幼児期の過体重と学童期および思春期の過体

重が関連していたことが示唆された。乳幼児期

の体格が過体重の場合は標準体重の場合に比べ

て、その後も過体重である割合が高いまま推移

していることから、過体重のトラッキングが見
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られた。特に 3歳時の体格が過体重であると、

その後、6歳から 14 歳まで一定の割合で過体重

を維持しており顕著なトラッキングが見られた。

一方、1 歳半健診時の過体重もトラッキングし

ているものの、成長するにつれて過体重の割合

は低下しており、1 歳半健診時の体格が過体重

だった方が 14 歳時にも過体重である割合と、1

歳半健診時の体格が標準体重の方が 14 歳時に

過体重である割合に有意な差はなかった。以上

のことから、乳幼児期の過体重は思春期までト

ラッキングし、特に 3歳健診時における過体重

はその後も継続される可能性が高いため、3 歳

健診時より以前に介入する必要性が高いことが

示唆された。1 歳半健診時よりも 3 歳健診時の

ほうが肥満のトラッキングが顕著であることが

本邦の先行研究でも報告があり、本研究の結果

を支持するものである（石原他, 日本公衛

誌,2003、内山他, 厚生省心身障害研究,1994）。

1歳半健診、3歳健診、6歳、11 歳時の過体重と

その後の過体重との関連を解析したところ、11

歳時の過体重のみ、調整後も 14 歳の過体重と

の関連があった。1 歳半健診時の過体重は、児

の性別のほか妊娠中の母親の状態に関する要因

を調整因子として利用していることから、児の

胎生期の環境要因が、思春期の肥満にも影響し

ている可能性が示唆された。先行研究において

妊娠中の母親の肥満が小児肥満のリスク要因で

あることが報告されている（Tie et al. Arch 

Gynecol Obstet. 2014, Voerman E et al. PLos 

Med. 2019）。本研究においても妊娠判明時の母

親の BMIを調整因子として加えると有意な関連

が見られなくなった。以上のことから、妊娠中

の母親の適切な体重管理は生まれてくる時の将

来の肥満の予防につながると考えられる。思春

期には、児の身体も大きく発達するため、食事

や運動などの生活習慣による影響も議論の余地

がある。 

出生時の体格によるその後の過体重の割合に

は明らかな関連が見られなかったものの、出生

時に LGA の場合 3歳健診までは過体重の割合が

高く、6 歳以降は過体重の割合がある程度まで

落ち着いている傾向が見られた。出生時の体格

が SGA の場合は 11 歳以降に過体重の割合が高

くなる傾向が見られた。SGA で生まれその後急

速に体重増加した児は肥満が継続するリスクが

高いことが報告されており（Wu et al. Front 

Pediatr. 2021）、特に SGA で生まれた児に対し

て適切な介入が必要であると考えられる。 

本研究の強みは母子健康手帳、乳幼児健康診

断、そして学校健診といった既存のリアルワー

ルドデータを利用していることである。一方で

本研究には、食習慣や運動量に関する要素が含

まれていない。乳幼児期の過体重児に対して、

学童期・思春期の過体重予防を考慮した食事ま

たは運動等の生活習慣の指導が重要である可能

性が考えられる。しかしながら、母子健康手帳

の情報を利活用することにより、周産期の母子

取り巻く環境要因を解析に含めることで、乳幼

児期および胎児期といった、より早期の介入の

重要性について検討した。乳幼児期および学童

期は児の生活習慣等の基礎が形作られる重要な

時期であり、母子保健情報および学童期の情報

連携に基づく様々な評価および介入が重要であ

る可能性があり、引き続きさらなる検討が必要

であると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

乳幼児期の過体重が学童期・思春期の過体重

と関連している可能性が示唆された。学童期・

思春期における過体重の予防には乳幼児期特に

3 歳健診の過体重を避け、妊娠中の母親を含め

たより早期の介入が必要であることが示唆され

た。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

① Association between being Overweight 
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in Young Childhood and during School 

Age and Puberty. Genki Shinoda, Yudai 

Nagaoka, Fumihiko Ueno, Naoyuki 

Kurokawa, Ippei Takahashi, Tomomi 

Onuma, Aoi Noda, Keiko Murakami, Mami 

Ishikuro, Taku Obara, Hirohito Metoki, 

Junichi Sugawara, Shinichi Kuriyama. 

Children (Basel), 2023;10(5):909. 

２．学会発表 

 特になし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 特になし 

２．実用新案登録 

 特になし 
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 表 2. 各年齢時点の体格と成長後の過体重との関連       

  測定時の年齢 3 歳  6 歳  11 歳  14 歳 

  調整なし  調整後*  調整なし  調整後*  調整なし  調整後*  調整なし  調整後* 

基点となる年齢時の体格 n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI)  n (%) OR (95%CI) 

1 歳半 189   119   154   95   147   88   143   91  

 標準体重 151 1.00  93 1.00  121 1.00  73 1.00  114 1.00  66 1.00  116 1.00  73 1.00 

  (79.9) (ref.)  (78.2) (ref.)  (78.6) (ref.)  (76.8) (ref.)  (77.6) (ref.)  (75.0) (ref.)  (81.1) (ref.)  (80.2) (ref.) 

 過体重 38 8.99  26 13.42  33 3.82  22 6.94  33 2.86  22 5.22  27 2.73  18 1.61 

  (20.1) (4.13-20.29)  (21.8) (4.46-45.42)  (21.4) (1.52-9.56)  (23.2) (1.64-33.46)  (22.4) (1.19-6.77)  (25.0) (1.25-24.79)  (18.9) (0.86-8.03)  (19.8) (0.14-14.96) 

3 歳       154   89   148   85   149   91  

 標準体重       113 1.00  69 1.00  107 1.00  64 1.00  109 1.00  71 1.00 

        (73.4) (ref.)  (77.5) (ref.)  (72.3) (ref.)  (75.3) (ref.)  (73.2) (ref.)  (78.0) (ref.) 

 過体重       41 7.40  20 9.55  41 4.17  21 3.22  40 8.27  20 0.29 

        (26.6) (2.99-19.38)  (22.5) (1.85-61.41)  (27.7) (1.77-10.01)  (24.7) (0.70-15.14)  (26.8) (2.98-25.45)  (22.0) (0.01-4.47) 

6 歳             166   91   148   80  

 標準体重             136 1.00  80 1.00  124 1.00  74 1.00 

              (81.9) (ref.)  (87.9) (ref.)  (83.8) (ref.)  (92.5) (ref.) 

 過体重             30 22.08  11 1021.24  24 27.86  6 13.15 

              (18.1) (8.69-61.00)  (12.1) (48.96-81487.89)  (16.2) (9.47-91.55)  (7.5) (0.97-261.80) 

11 歳                   149   79  

 標準体重                   124 1.00  69 1.00 

                    (83.2) (ref.)  (87.3) (ref.) 

 過体重                   25 42.31  10 60.46 

                                        (16.8) (13.48-156.66)   (12.7) (2.92-5001.37) 

*児の性別、出産時の母の年齢、妊娠判明時の母の BMI、妊娠判明時の母の飲酒の有無、妊娠判明時の母の喫煙の有無、母の出産歴で調整 
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究報告書 

 

研究参加者の乳幼児・学校健診情報の収集と解析 

研究参加者における認識・希望調査 

 

研究分担者  目時 弘仁 東北医科薬科大学医学部・教授 

 

研究要旨 

BOSHI 研究の参加者を対象に郵送にて母子保健情報と学校健診情報のリンケージに

ついてのアンケート調査を行った。 

母子保健情報と学校健診情報のリンケージを必要と感じている者は 74%以上と高い

割合であった。母体合併症や早産の有無ではリンケージに関する意識に差は認められ

なかったが、母親が勤務している場合にリンケージの必要性を認識し、学校が活用す

ることは必要だと回答していた。児の疾患の有無ではリンケージの必要性に差は認め

られなかったが、児に疾患を有している場合に、情報の利活用の度に同意確認が必要

と感じる者が有意に高かった。特に大学や企業などの外部研究者が情報を活用する際

に同意確認を必要と感じている場合が観察された。 

健康情報のリンケージの必要性の認識は、特に働いている女性で高かったが、児に

疾患を有する場合に同意確認の必要性を感じており、その利活用に当たっては丁寧な

説明が必要である。 

 

研究協力者 

槌田 梨絵（東北医科薬科大学医学部衛生学・

公衆衛生学教室） 

 

Ａ．研究目的 

BOSHI 研究の参加者を対象に、母子保健情報

と学校健診情報のリンケージについて意識調査

を実施し、各種健康情報が利活用されるにあた

って、リンケージ情報の利活用や準備の必要性、

情報利用の際の個別同意についてどのような背

景をもつ者で「必要」と感じているかについて

明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

BOSHI 研究の参加者を対象に郵送で母子保健

情報と学校健診情報のリンケージについての意

識調査に関するお願いとアンケートを送付し、

BOSHI 研究の既存資料とリンケージして分析を

行った。アンケートの回答をもって、本調査の

同意とした。 

送付対象者と返答者の基礎特性は、BOSHI 研

究の登録時情報、自記式問診票、出産時情報よ

り抽出した。 

2022 年度内の来院による追跡調査の再開を

予定していたが、コロナの感染状況の落ち着き

が遅くなったこと、児童を中心にワクチン接種

率が向上しなかったことにより立ち入り規制が

継続され、リンケージについてのアンケート調

査の分析を深めることとした。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は東北医科薬科大学ならびにスズキ記

念病院の倫理委員会の審査の下に実施し、集

計・分析段階においては匿名化後の情報のみを

扱った。 

 

Ｃ．研究結果 

BOSHI 研究対象者で、同意撤回や転院等で分
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娩記録がない者を除く 1,474名のうち、2021年

時点での宛所不明などを除く 1,141 名に質問票

を送付した。353 名から記入済みのアンケート

の返送があり、回答率は 30.9%だった。質問票

の送付の有無と返答のあった対象者についての

基礎特性を表 1に示す。質問票を送付できなか

った対象者や回答がなかった対象者で有意に喫

煙率が高く、在胎日数が短かった。質問票を送

付できなかった対象者で早産の割合が高かった。

回答がなかった対象者で有意にアンケート調査

送付時の児年齢が高く、妊娠前 BMI が高かった。

妊娠高血圧症候群の有無や別途実施しているア

ンケート調査に基づく児の受動喫煙や児の疾患

の状況には有意な群間差を認めなかった。 

アンケート送付時年度毎の回答者の基礎特性を

表２に示す。参加した時期に従って順次質問票

を送付したため、2020 年度の送付対象者にお

いて送付時の児年齢ならびに母親年齢が有意に

低かったが、その他の基礎特性には有意な群間

はなかった。 

アンケート送付時の児の年齢に基づき、基礎

特性を均等に３分位で分類したときの回答者の

基礎特性を表３に示す。児の年齢が高くなるほ

ど送付時の母親の年齢は高くなったが、児を妊

娠したときの母親の年齢、身長、妊娠前体重、

妊娠初期の喫煙、飲酒の有無、経妊・経産の割

合に有意な群間差はなかった。 

妊娠高血圧症の有無に基づく基礎特性を表４

に示す。妊娠高血圧症候群でアンケートを送付

時の母体年齢が高かった。在胎日数について有

意な群間差を示したが、早産の有無では群間差

は有意ではなかった。 

送付年度や児の年齢による母子保健情報と学

校健診情報のリンケージに対する母親自身の意

識を表５と表６に示す。 

妊娠高血圧症の病型、早産の有無、母親の勤

務の有無による、母子保健情報と学校健診情報

のリンケージに対する母親自身の意識を、それ

ぞれ表７、表８、表９に示す。 

母体合併症（妊娠高血圧症候群の病型）や早

産の有無と、母子保健情報と学校健診情報のリ

ンケージに対する意識との間では、明確な関連

は認められなかった。 

母親が勤務している場合、母子保健情報と学

校健診情報のリンケージについて、「学校が活

用すること」を必要だと答えている割合が有意

に高かった。 

児の疾患の有無とリンケージに対する意識と

の関連を表 10 に示す。児が免疫系の疾患を有

している場合に「企業等の研究者が情報を活用

できるようにするたび同意確認」を必要と考え

る割合が 77.3%と高く、喘息を有している場合

に「大学等の研究者が情報を活用できるように

するたび同意確認」を必要と考える割合が

84.0%と高かった。 

アトピー性皮膚炎を有する児を持つ親で、

「国や自治体が情報を活用するたび同意確認」

を必要としている割合が 25.0%と逆に低く、川

崎病を有する児を持つ親で「国や自治体が情報

を活用できるようにするたび同意確認」を必要

と考える割合が 20.0%と低かった。 

母体合併症（妊娠高血圧症候群の病型）や早

産の有無と、母親が勤務の有無、児の疾患の有

無とどの時期からの情報がつながっていると良

いと考えるかについての関連を、図１に示す。

母体合併症や早産の有無、児の疾患の有無では

どの時期からの情報がつながっていると良いと

考えるかについては有意な群間差を認めなかっ

た。一方、母親が勤務している場合において、

有意な群間差を認め、より早い時期から情報が

つながっていると良いと考えている割合が高か

った。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、母子保健情報と学校健診情報の

リンケージについて、出生コホートである

BOSHI 研究の参加者を対象に意識調査を行った。 

本意識調査に返答した妊婦の特性は、表１に

示すように有意に喫煙率が低く、より健康意識

の高い対象者が調査に応えたと考えられ、外的
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妥当性を考える際の参考となる。 

母子保健情報と学校検診情報のリンケージに

ついて、国や自治体、学校が活用すること、情

報を準備しておくこと、時系列につながった情

報にしておくことに関しては、返答者が必要と

感じている割合は 74%以上と高かった。 

母体合併症や早産の有無との関連は認めなか

ったが、現在勤務中の母親は学校が活用するこ

とを必要と考えている割合が 87.4%と高かった。

さらに、「どの時期からの情報がつながってい

ると良いか」という質問に関しても、母親の勤

務の有無で有意な群間差を認め、勤務している

母親がより早期からのリンケージを求めている

ことが明らかとなった。 

児の疾患の有無とリンケージに対する意識に

ついては、児に疾患を有している場合、「企業

等の研究者が情報を活用できるようにするたび

同意確認」を必要と考える割合が高めであり、

免疫系疾患を有しているときに有意であった。

その他の疾患については人数が 2-3 人と少なく、

はっきりとしたことは言えなかった。また、ど

の時期の情報がつながっているべきかという質

問に関しても有意な関連は得られなかった。一

部疾患別の検討では、同意確認の有無に対して

有意差が得られたものもあったが、疾患を通し

て一貫した結果は得られていない。個々の疾患

の該当者が多くないことによる結果と考えられ

る。 

近年では、育児世代の女性が勤労している割

合が高くなり、いわゆる M 字カーブが見られな

くなってきていることが知られている。本件解

析結果から、疾病との関連という観点よりはむ

しろ、勤労女性の育児支援という意味からの乳

幼児・学校健診情報のリンケージが重要な可能

性が示唆された。 

 

Ｅ．結論  

母子保健情報と学校健診情報のリンケージを

必要と感じている者は 74%以上と高い割合であ

った。特に、現在、母親が勤務している場合、

勤務していない場合に比較し、母子保健情報と

学校健診情報のリンケージについて国や自治体

が活用することや学校が活用することを必要と

答え、妊娠期以前からの情報のリンケージを必

要と感じた。 

一方、児が疾患を有している場合、「利活用

できるようにするたび同意確認」を必要と考え

る割合が高めであり、疾患を有する場合にこそ、

利活用に当たっては丁寧な説明と同意が要求さ

れていることが浮き彫りになった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

 特になし 

２．学会発表 

 特になし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 特になし 

２．実用新案登録 

 特になし 

３．その他 

 特になし  
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表 10．児の疾患の有無とリンケージに対する意識との関連
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妊娠前か
ら, 9.4 %

妊娠期か
ら, 22.8 %

出産時か
ら, 46.2 %

乳児期か
ら, 12.3 %

幼児期か
ら, 8.2 %

無回答, 
1.2 %

図２．Q3 どの時期からの情報がつながっているとよいですか？

妊娠前か
ら, 13.3 ％

妊娠期か
ら, 31.8 ％

出産時か
ら, 34.9 ％

乳児期か
ら, 4.1 ％ 幼児期か

ら, 14.4 ％

無回答, 
1.5 %

2020年 2021年
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厚生労働科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

分担研究年度報告書 

 

母子保健情報と学校保健情報を含むライフコースデータおよび 

コホート調査データの連係・活用推進のための基盤整備 

―マイ ToMMo の開発とコホート調査への実装― 

 

研究分担者 小原 拓  東北大学東北メディカル･メガバンク機構 

      予防医学・疫学部門・准教授 

 

研究要旨 

本研究班の目的である母子保健情報と学校保健情報を含むライフコースデータお

よびコホート調査データの連係・活用を推進するためには、マイナンバーカードの利

活用の適用範囲拡大が不可欠であることと、東北大学東北メディカル・メガバンク計

画では、コホート調査参加者 12 万人に関して、様々なライフステージの情報収集を

多岐にわたるデータホルダーから実施していることを踏まえ、様々なライフステージ

の公的データを含む Personal Health Record（PHR）と東北大学東北メディカル・メ

ガバンク計画で実施されているコホート調査データを連係・活用可能な基盤として、

マイナンバーカードの公的個人認証機能を用いた「マイ ToMMo」を開発し、実際にコ

ホート調査において運用を開始した。マイ ToMMo は東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構が実施する健康調査の結果閲覧機能、調査票回答機能、妊婦健診・乳幼児健

診・学校健診・特定・職域健診結果の入力・閲覧機能、予防接種・副反応歴の入力・

閲覧機能、ウェアラブルデバイス（Fitbit）との連携機能等を有しており、2022 年度

末時点で、4385 人が利用登録を完了している。 

今後、マイナポータルとの連携を進め、より効率的な情報収集を目指すとともに、

E-Epidemiology の基盤として、他の各種コホートとの連携を推進し、全ての国民が、

ライフステージに応じて健やかに生活できる社会を実現するための研究に貢献する

ことが期待される。                  

 

研究協力者 

野田あおい（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

松崎芙実子（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

大沼ともみ（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

上野 史彦（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

村上 慶子（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

石黒 真美（東北大学東北メディカル・メガバ

ンク機構予防医学・疫学部門） 

 

Ａ．研究目的 

国内外で既に運用されている情報連係システ

ムの仕組みや、国内のマイナンバーカードを用

いた認証インフラの現状に関する調査の結果、
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母子保健情報と学校保健情報の連係のためには、

マイナンバーカードの利活用の適用範囲拡大が

不可欠であり、小児における健診情報をはじめ

とする各種健康情報の連係方法の一つに、ソー

シャルセキュリティナンバーなどの公的な個人

識別番号を用いることが有用である可能性が考

えられた。 

東北大学東北メディカル・メガバンク計画で

は、コホート調査参加者 12 万人に対し、独自の

詳細調査（生理機能検査、検体検査）、アンケー

ト調査を行っている。さらに、様々なライフス

テージの情報収集を行っており、公的データと

のリンケージによって悉皆的な追跡調査を推進

している（図 1）。しかしながら、公的データは

データホルダーが多岐にわたり、また紙ベース

での対応が多く、収集に膨大な時間、費用、労

力を費やしている。現在、各自治体や医療機関

においてデータの電子化やマイナンバーカード

の普及が進んでいる。 

そこで、高品質かつ持続的な疫学調査を可能

とするパッケージの構築を目指し、「マイ ToMMo」

の開発を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

１．マイ ToMMo の開発 

2020 年度に個人認証基盤システムと健康調

査結果閲覧を可能とするアプリケーション「マ

イ ToMMo」を開発した。さらに 2021～22 年度に

はアンケート調査の回答、妊婦健診／乳幼児健

診／予防接種／学校健診／特定・職域健診の入

力・閲覧機能、ウェアラブルデバイス（Fitbit）

との連携機能等を追加し、一生涯の記録を一つ

のアプリで管理できるようにした。 

 

２．マイ ToMMo のコホート調査への実装 

宮城県内 7カ所（気仙沼、石巻、大崎、多賀

城、仙台/仙台子どもスクエア、岩沼、白石）に

ある地域支援センターへ健康調査に来所した参

加者に対し、対面で説明の上、情報提供に関す

る同意を取得し、参加者 1人 1人に付与した番

号（追加コホート番号）とマイナンバーカード

を用いて利用登録をしていただいている。また、

同意取得のための説明動画をアプリに実装して

おり、2023 年 1月からは、郵送でも利用のご案

内を開始している。 

 

Ｃ．研究結果 

１．マイ ToMMo の開発 

① マイ ToMMo の全体像（図２） 

マイナンバーカード認証に基づいたセキュア

な環境下での、定期的あるいは有事の早期・タ

イムリーな調査票調査の実施、パーソナルヘル

スレコード及びライフログデータの収集・管理

を可能とする。また、コホート調査における調

査票及び詳細調査の電子結果回付を行う。マイ

ナンバーカード認証は、電子署名等に係る地方

公共団体情報システム機構の認証業務に関する

法律第 17 条第 1 項 6 号の規定にもとづく総務

大臣の認定を取得した署名検証事業者である一

般社団法人 ICT まちづくり共通プラットフォー

ム推進機構（以下、「TOPIC」）のマイナンバーカ

ード認証システム（以下、「TOPIC認証基盤」）を

用いている。TOPIC 認証基盤は、マイナンバー

カードの IC チップから取得した氏名・住所・生

年月日・性別(以下、「4情報」」と電子証明書を

用いることで、公的個人認証サービス（J-Lis）

を介して電子的な本人確認を行う。収集した情

報は、個人情報を保持しない独立したサーバ(以

下、「マイ ToMMoサーバ」)に、追加コホート番

号に紐づけて管理される。 

 

② 利用登録 

・対面でのご案内 

宮城県内 7 カ所にある地域支援センターへ

健康調査に来所した参加者に対し、訓練を受

けたゲノムメディカルリサーチコーディネー

ター（GMRC）が資料を用いて説明している。 

・郵送でのご案内 

登録に必要となる追加コホート番号の QRコ

ードと「マイToMMoアプリ活用ハンドブック」
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を郵送し、対象者自身によって利用登録をし

ていただく。本アプリには同意取得のための

説明動画が実装されている（図３）。動画の視

聴後に表示される利用規約・プライバシーポ

リシーの全文とその抜粋を確認の上、操作を

進めていただいている。 

 

③ 連携申請 

18 歳未満のお子さんについて、保護者は

ToMMo に申請することにより、ご自身のアカウ

ント内でお子さんの情報を、一部機能において

閲覧・入力することが可能になる。お子さんが

18歳を迎えると自動的に連携は解除される。 

 

④ 健康調査結果機能（図４） 

これまでに ToMMo で受けた健康調査の結果を

閲覧できる。スマートフォンの画面上で閲覧す

るだけでなく、健康調査結果の PDF ファイルを

メールにて送信することもできる。受信したメ

ールに記載された URLをクリックし、その都度

発番される認証コードを入力することでダウン

ロードが可能となる。連携機能によりご家族の

情報の閲覧も可能である。 

 

⑤ 調査票回答機能（図５） 

各種調査票をアプリで回答することができる。

三世代コホート担当では、現在 7 歳から 19 歳

の奇数年齢のお子さまに対し調査票の回答を依

頼している。該当年齢になると、メールでお知

らせが届く。また、未回答の方に対し、リマイ

ンドのメール送信も行っている。 

 

⑤ 妊婦健診機能（図６） 

お子さんごと（分娩予定日ごと）に妊婦健診の

情報（「ふだんの身長・体重」、「妊娠中の経過」、

「妊娠中と産後の歯の状態」、「検査の記録」、「出

産の状態」、「出産後の母体の経過」）を入力・閲

覧することができる。 

 

⑦ 乳幼児健診機能（図７） 

出生時や乳幼児健診の情報を入力・閲覧するこ

とができる。連携機能によりご家族の情報の閲

覧・入力も可能である。 

 

⑧ 学校健診機能（図８） 

小学校 1年～中学校 3年までの学校健診、体力

測定の情報を入力・閲覧することができる。連

携機能によりご家族の情報の閲覧・入力も可能

である。 

 

⑨ 特定・職域健診機能（図９） 

年度毎の特定・職域健診の情報を入力・閲覧す

ることができる。 

 

⑩ 予防接種機能（図１０） 

予防接種の情報や副反応の情報などを入力・閲

覧することができる。連携申請をすることによ

りご家族の情報の閲覧・入力も可能である。 

 

⑪ 各機能（⑥～⑩）共通の説明 

・「ToMMo が収集した情報」と「あなたが入力し

た情報」について（図１１） 

三世代コホート調査によりこれまでに収集し

てきた情報を閲覧できるようにすると同時に、

対象者自身が入力した情報も表示させている。 

・グラフについて（図１２） 

「ToMMo が収集した情報」、「あなたが入力し

た情報」の情報がそれぞれ色分けされて表示さ

れ、どちらか一方のみを表示させることも可能

である。また、グラフ上の点を押すとその日の

詳細な計測データが表示される。 

 

⑫ Fitbit 連携機能（図１３） 

ウェアラブルデバイス（Fitbit）で取得してい

る情報を、アプリを連携することにより閲覧す

ることができる。 

 

⑬ 調査研究等のご案内機能（図１４） 

東北大学やその他期間・団体の調査研究等のご

案内を掲示することができる。URL や資料を添
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付することもできる。 

 

２．マイ ToMMo のコホート調査への実装 

2021 年 10 月に東北大学東北メディカル・メ

ガバンク計画コホート調査参加者への「マイ

ToMMo」のご案内を開始した。2023 年 3月 31日 

までに対面、郵送により計 27,144 人にご案内を

し、4385 人（16.2％）が利用登録をした。20歳

未満では利用登録者数 1019 人/利用登録案内者

数 8048 人（12.7％）であった。マイナンバーカ

ードの普及状況や来所される参加者の年齢層は

地域により異なっており、カードを持っている

参加者におけるアプリ登録率は 34.8％であっ

た。東北大学東北メディカル・メガバンク機構

地域支援センター別では、気仙沼センター：

17.4％、石巻センター：26.1％、大崎センター：

37.8％、多賀城センター：36.4％、仙台センタ

ー：34.8％/仙台子どもスクエア：45.1％、岩沼

センター：31.6％、白石センター：28.6％であ

った。 

 

Ｄ．考察 

これまでの本研究班の活動を得て得られた知

見に基づいて、マイナンバーカードの公的個人

認証機能を用いた、様々なライフステージの公

的データを含む Personal Health Record（PHR）

と東北大学東北メディカル・メガバンク計画で

実施されているコホート調査データを連係・活

用可能な基盤として「マイ ToMMo」を開発し、実

際にコホート調査において運用を開始した。 

PHR の利活用に関しては、「経済財政運営と改

革の基本方針 2020（令和 2 年 7 月 17 日閣議決

定）」等において、個人の健康状態等を個人が把

握し、日常生活改善や健康増進につなげるため

の仕組みである PHR の推進の必要性が指摘され

ている。また、2021 年 4月に、総務省、厚生労

働省、および経済産業省の 3省から公表された

「民間 PHR事業者による健診等情報の取り扱い

に関する基本的指針」では、要配慮個人情報で

ある健診等情報を取り扱う事業者に対する法規

制の順守事項とともに、API 利用申請に基づく

審査の上、マイナポータルの利活用に関する手

順が明記され、今後の、母子保健情報・学校保

健情報の利活用推進には、マイナポータルへの

API連携は不可欠である。 

東北大学東北メディカル・メガバンク機構に

おいては、2021 年度からの事業計画において、

コホート調査独自に収集した情報に加えて、公

的データ等を含むライフコースデータの収集を

推進し、それらを電子的に収集・管理・活用す

る E-Epidemiology の基盤構築を目標としてお

り、今回開発・実装した「マイ ToMMo」において

も、昨今の開発・普及が著しいウェアラブルデ

バイス等の既存アプリの連携推進に加え、マイ

ナポータル連携機能の開発を行う必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 今後、マイナポータルとの連携を進め、より

効率的な情報収集を目指す。また、他の出生コ

ホートとの連携、一般住民コホートとの連携を

進めていき、全ての国民が、ライフステージに

応じて健やかに生活できる社会を実現するとと

もに、30 年間追跡することで疑似的に人の一生

を追いライフコースを俯瞰した疾患研究へ貢献

していく。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 

 

Ｇ．研究発表 

①  小原拓、石黒真美、村上慶子、上野史彦、

野田あおい、大沼ともみ、松崎芙実子、中谷

直樹、寳澤篤、菅原準一、栗山進一． 東北

メディカル・メガバンク計画三世代コホー

ト調査：概要と進捗. 第 9 回 日本 DOHaD学

会学術集会／仙台/2022 年 10月 7日 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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図１．東北大学東北メディカル・メガバンク計画コホート調査におけるライフコースデータの収集 

 

 

 

表１．東北大学東北メディカル・メガバンク計画コホート調査における悉皆的な追跡調査の進捗 
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図２．マイ ToMMo の全体像 

 

 

 

図３．スマートフォン上での利用登録画面の抜粋 
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図４．スマートフォン上での健康調査結果機能画面の抜粋 
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図５．スマートフォン上での調査票回答機能画面の抜粋 

  



 

47 

 

 

図６．スマートフォン上での妊婦健診機能画面の抜粋 

 

 

 

図７．スマートフォン上での乳幼児健診機能画面の抜粋 
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図８．スマートフォン上での学校健診機能画面の抜粋 
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図９．スマートフォン上での特定・職域健診機能画面の抜粋 
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図１０．スマートフォン上での情報閲覧画面の抜粋 
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図１１．スマートフォン上での情報閲覧画面の抜粋 

 

 

 

図１２．スマートフォン上でのグラフ表示画面の抜粋 
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  図１３．スマートフォン上での Fitbit 連携機能画面の抜粋 

 

 

 

  図１４．スマートフォン上での調査研究等のご案内機能画面の抜粋 
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令和５年５月１０日 
 
  こども家庭庁長官 殿 

                                         
                              機関名   東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   総長 
                                                                                      
                              氏 名   大野 英男        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  災害科学国際研究所 ・ 教授                 

    （氏名・フリガナ）  栗山 進一 ・ クリヤマ シンイチ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 東北大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  大学院医学系研究科 ・ 教授                 

    （氏名・フリガナ）  菅原 準一 ・ スガワラ ジュンイチ              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 東北大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ５ 年 ２ 月 ６ 日 
 
  厚生労働大臣 殿 

                                         
                              機関名 東北医科薬科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学 長 
                                                                    
                              氏 名     高柳 元明      
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 ・ 教授                                

    （氏名・フリガナ） 目時 弘仁 （メトキ ヒロヒト）                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 東北医科薬科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年４月７日 
 
  こども家庭庁長官  殿 

                                         
                              機関名 国立大学法人宮城教育大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学 長 
                                                                    
                              氏 名     村松   隆      
 

   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 教育学部 ・ 教授                                

    （氏名・フリガナ） 黒川 修行 ・ クロカワ ナオユキ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 宮城教育大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ５ 年 ５ 月 ２４ 日 
 
  こども家庭庁長官  殿 

                                         
                              機関名   東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   総長 
                                                                                      
                              氏 名   大野 英男        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）     

２．研究課題名   母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  東北メディカル･メガバンク機構 ・ 准教授                 

    （氏名・フリガナ）  小原 拓 ・ オバラ タク               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 東北大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容： 研究実施の際の留意点を示した ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


